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　　　　　　車庫入れをもっとラクにするために、

ITでステアリング操作を助けるシステムが生まれました。

インテリジェントパーキングアシスト

［トヨタ自動車（株）と共同開発1

運転をもっと安全に、便利にするためには、クルマ自体が

進化した力を持たなければそんな考えからアイシンでは、「車

両周辺監視システム」などITを応用した製品づくりを進め

てきましたこの試みが大きく実を結んだのが、バックガイド

モニター技術と電動パワーステアリングを応用した、世界初

の後退駐車支援システム「インテリジェントバーキングアシス

ト」。ドライバーが安全確認とブレーキ操作による速度調整

を行えば、ステアリング操作をすることなく駐車の目標位

置にクルマを導きます．FI標位置の設定は、車両の後部

に搭載したカメラの映像をもとに簡単な操作で可能です

初心者ドライバーの方や、車庫入れ・縦列駐車が苦手な

方にとって、うれしい技術がカタチになりましたtt運転を支

援することで安全性や便利さを高める、進化したクルマを

追求します　　　　技術が未来をリードする、アイシン，
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まつりとふるさと

　　　中部産政研

理事長小田桐　勝巳

　今年5月8，9，10日の三日間，親戚の招

きで一度は行ってみたいと思っていた信州長

野の諏訪大社“御柱祭”に行って来ました。

新聞やTVで見た事はありますが，その勇壮

な祭りを是非“生”で見たいと思っていまし

た。実際その“凄さ”に驚いただけではなく，

いろいろと今の時代に感じさせるものがあり

ました。

　諏訪大社は諏訪市にある上社本宮，茅野市

の上社前宮，下諏訪町の下社秋宮，下社春宮

の4つのお社のことで，諏訪湖の南岸・北岸

・東岸にそれぞれが建っています。これら4

つの宮の四隅に合計16本の大きなモミの大木

を建てるお祭りが“御柱祭”です。御柱祭は

天下の奇祭と言われていますが，7年毎の開

催，土，日を中心に約1ヶ月間のロングラン

であること，そして祭り期間中は家庭も地域

も学校も祭り一色になるなどが特徴的なとこ

ろと言われています。

　7年毎に開催されるとは言いますが，その

年だけが祭りではありません。祭りの関係者

はこの間，御柱をどの木にするかに始まって

色々と準備に余念がありません。御柱にする

木を探す「見立て」は本番の2～3年前に始

まり，木を伐採した後には小枝落しや皮はぎ

をして，棚木場で1年間を過ごす御柱もある

そうです。あたかも祭りを合言葉に7年のサ

イクルで町全体が動いているようです。

　祭りの年の4月には急坂を下る「木落し」

と川を越える「川越し」が見せ場の「山出

し』があります。5月には「御柱」に綱をか

けて大勢の人で引っ張って街中を練り歩く

「里曳き』を行い，最後にそれぞれのお宮で

御柱を建てる『建御柱』で，2ヶ月間にわた

るお祭りのクライマックスを迎えます。何し

ろ，長さ20m，太さ3m，重さ10t以上のモ

ミの木です。TVでは，その大きな木を落と

す「木落し」の映像がよく流れますが，それ

は祭りのほんの一部で，2ヶ月間にわたって

街じゅうで様々な形の祭りがあります。大名

行列，騎馬行列，長持ち，花笠踊りなどの御

柱行列に住民は参加します。祭りの最後にい

い祭りが出来たと自慢出来るのを楽しみに皆

が参加しており，街中が何か生き生きとして
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いました。

　私が行ったのは最後の「里曳き」（5月

8，9，10日）でした。多くの人がそれぞれ

の街の御柱を引き，神社に引き入れて御柱を

建てて終了するというものです。皆が祭りに

参加し盛り上がるのは，何千人，何万人とい

う人が家族総出でまた親類で御柱を網で引い

ていく時でした。木やりのすがすがしい歌声

を合図に道中では，いたるところでもてなし

を受け，ゆっくりゆっくりと進んで行く様は，

単純ながら否応なくその気にさせてくれて，

何か血が騒ぐ思いがし・ました。

　6年間の空白があるので，街から他の地方

に出た人も帰って来て，ファミリーや親戚の

人も混じって大宴会が行われます。前日から

の手作り料理でもてなしをする風情は，日本

の昔ながらの祭りを想い出させてくれました。

地元に残っていない人も7年後の祭りに参加

するために帰省するのを楽しみに，それぞれ

の地で生活を送っているといいます。故郷の

お祭りに参加するために有給休暇を取って来

ている人が多くいました。同級生と会えるの

を楽しみにして帰ってくるという人もいまし

た。コミュニケーションの場を7年毎に再現

させてくれる，いい場となっています。同窓

会もこの時期によく開かれるとのことでした。

　私も法被を着てロープを引いて参加しまし

た。祭りに参加した人は延べで180万人との

ことです。7年毎の祭りなので，次は参加で

きるかどうか分らないという気持ちがそうさ

せるのか，皆楽しそうに一生懸命に祭りの輪

に加わっていました。他の地方に出ている人

も地元に残っている人もしかり。小さい時か

ら祭りに参加して伝統あるお祭りを受け継ぎ，

大人になって又，子供達に伝えて行く。こう

して，子から親へ，親から子へ伝統行事が受

け継がれていくのです。

　また，7年毎の宴会を通じてファミリー

（親戚）の「絆」を確認できる場でもありま

した。今の時代にもっとも大事な事ではない

かと思います。さらに祭り関係者は日々の祭

りが終わる迄，飲酒は禁止されており，お祭

りと言っても酔い潰れている人は見かけませ

んでした。見事に統制されていました。

　3日間でしたが，いい旅でした。何十年振

りかにいろんな人と会えましたし，今の時代，

日本の良き伝統を肌で感じることが出来まし

た。次の開催は2010との事。今から楽しみで

す。是非皆さんも参加してみては如何ですか。
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若年者対策：

インターンシップ，

　　非典型から正規登用への途

南山大学総合政策学部

教授村　松　久良光

若年者対策

　6月18日に開かれた政府の「若者自立・挑

戦戦略会議」では，今後，新たに講ずる施策

の基本的方向の第1として，「学校段階から

のキャリア教育の強化（ものづくり体験等），

専門的職業人の育成」を掲げ，第2に「プ

リーター・無業者に対する働く意欲の滴養，

向上等」，第3に「成長分野を支える人材育

成の推進」，第4に「企業内人材投資の促進」，

第5に「誰でもいつでも能力向上を行う機会

の提供」，最後に「国民各層が一体となって

取り組む国民運動の推進」をするという方向

に基づき，各府省がアクションプランを提出

している。

　第1に関しては，我々教育機関に勤める者

にも責任の一端があり，私の勤める大学でも

1年次生から「キャリア教育」への取り組み

が始まっている。学校段階でのキャリア教育

の一環として推奨されているのが，実際の職

場での就業体験を行う「インターンシップ」

である。たまたま，昨年度から我が大学にお

けるインターンシップ研修の責任者として関

わっており，そこでの経験から意見を述べて

みたい。

インターンシップはコスト高

　我が南山大学では，2003年度に142名の学

生が「インターンシップ研修」に参加した。

本学では，4月から6月にかけて，参加への

心構えや，PCスキル，マナーの事前研修を

10回ほど行い，その間に，受講生と受入先と

のマッチングを，3名の専任の職員が連絡，

調整を行う。夏期休暇中に約10日間の実地研

修後に，受講生が体験報告を全員が行うとい

う，かなりきちんとしたプログラムになって

いる。受講した学生は，本物の仕事を少し実

地体験することによって，顧客へのマナーの

大切さや，営業とはお客様との信頼関係を築

くことなど，多くを学んできた。このような

体験をしてきた学生は就職活動にも積極的に

取り組んでいるようで，検証はしていないが，

それなりの効果は出ているようだ。

　今年度におけるインターンシップ研修の受

講生の数は153名と昨年度よりもさらに多く

なっているが，実は，該当する3年次生全体
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の1割にも満たない数である。この数でも，

学生と受入先との仲介をして，受入先に迷惑

をかけない程度に教育をして送り出すスタッ

フの手間は大変であり，おそらく，全科目の

中で最もコストのかかっている科目ではない

かと思われる。参加を希望する学生数はこの

2，3倍ほどあるが，それを受け入れる先の

開拓がむずかしい。受入先にとってみれば，

受入先のPRや社会貢献という意味はあるが，

直接的なメリットに乏しい。とくに受入部署

にとってみれば，通常の仕事の枠を越えた余

分の仕事であり，万一事故でもあれば大変な

責任を負うという「割の合わない」仕事でし

かないだろう。

　学生が自分自身でインターネット等によっ

て受入先を見つけ，大学側は若干のサポート

はするが，学生の自己責任でもっと気楽に取

り組めばよい，という考え方もあるし，実際

にそうしている大学もあると聞く。しかし，

事故があった時の対応を考えると，大学側の

責任は逃れられないし，大学の評判を落とす

ことにもなりかねない。

　インターンシップは，推奨するのは簡単で

あるが，送り出す側と受入先，そして学生本

人にとっても大変なコストがかかることを忘

れてはならない。

非典型雇用から正規雇用への途

　2年前に，自動車産業の生産現場における

非典型雇用の実態を調査する機会があった1）。

2002年夏の調査時点では，現業部門において

臨時・期間従業員や請負契約者が急増してい

た。そのような非典型労働者の半数弱が30歳

未満の男性若年層であり，日系ブラジル人な

どの外国人も2割前後を占めていた。圧倒的

に若い層が多いことに驚いた。彼らは今から

思えば，今回の特集で取り上げている「ブ

リーター」に入るわけである。

　一方，正規の現業職の採用を数年抑制して

きたために，正規の若年層は薄くなっており，

今後の技能の伝承に危機意識を持つ職場も多

かった。非典型労働者の主要な問題点は，離

職が多く雇用管理がむずかしいことで，いく

ら簡単な仕事といっても，導入教育は欠かせ

ない。現場の監督職は，その対応に振り回さ

れており，何とか，若い正規の従業員を増や

してほしいという声が悲鳴のように挙がって

いた。

　若い労働者なら，正規ではないが現場に大

勢いる。その人たちの中から意欲ある若者を

正規に登用すれば，問題は解決するはずであ

る。実際，聞き取りした事例のなかには，期

間従業員から正規従業員へ登用しており，そ

れを励みに，熱心に働いている若者もいると

聞いた。ただ，制度として期間従業員から正

規従業員への登用制度を設けているところは

75社中17社と意外に少なかった。「正規従業

員には無理」という消極的な意見もアンケー

トに回答した人事担当者に多かった。

　現場の監督者の中には，一緒に働いている

非典型労働者を正規従業員に迎え入れる門を

もう少し広げればもっといい人材が確保でき，

定着するようになり，技能伝承も進んでいく

という声もかなりあった。その後の上向きの

景気状況下で，実際にはかなり正規登用が進

んでいるのではないかと思われる。そのよう

に事態は好転していることを期待したい。

　　　　　　　　　〔筆者は中部産政研顧問〕

注1）拙著「生産現場における多様性を活かす人事・労務政策」『産政研フォーラム』2003年秋号Na60を参照さ

　れたい。
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フリーター現象の背景

　労働政策研究・研修機構

副研究統括小杉礼子

増加するフリーターと若年無業

　2002年にはフリーター数は209万人に達し，

この10年で倍増している（厚生労働省，2003）。

同時に失業者も増加し，15－34歳層で159万

人にのぼる。さらに最近増えているのが，求

職活動をしていない無業者である。統計上，

働いていない者は，仕事を探している「失業

者」と，仕事を探していない「非労働力」に

分けられる。非労働力の大半は，学校に通っ

ているか家庭で家事をしている者である。だ

が，最近ではそのどちらでもない若者が急激

に増えて，約60数万人に達している。彼らは，

イギリスでNEET（Not　in　Education，　Employ－

ment　or　Training）と呼ばれるような，社会

活動への参加意欲の乏しい層に当たるだろう。

　若者で増えているのはフリーターばかりで

はない。仕事を探している失業者や仕事を探

す行動もしていない無業の若者も増加してい

る。これらは関連した変化である。本稿では，

こうした若者の就業状況の変化の背景となる

要因をさぐることとする。

労働力需要の変化

　背景として第1に考えられるのは，企業の

採用行動である。90年代初めの景気後退以降，

新規学卒者については厳選採用が続き，一方

でアルバイト・パートをはじめとする非典型

雇用での採用は活発化した。

　産業界からは，すでに1990年代半ばに，新

たな経営のあり方として，学卒採用という長

期雇用を前提とした採用を限定的なものとし，

正社員以外の雇用形態を拡大する方向が示さ

れていた（日本経営者連盟1995）。労働力需

要が非典型雇用に向かったのは，不況ゆえの

選択というばかりでなく経営の基本的な考え

方の変化が現れたものでもある。

　同時に，若年労働力の位置づけも変わった。

フリーターになる確率（フリーター率うを

属性別にとると，年齢が若いほど，また学歴

i　小杉編（2002）による。ここでのフリーターは，15－34歳で在学していず，女性は未婚の者のうち，①有業

者では勤め先における呼称がアルバイト・パートである者，およびt②無業者では，通学も家事もしていず，

アルバイト・パートを希望している者。フリーター率は，上記定義のフリーター数／15－34歳で在学していず，

女性は未婚の者のうち　①役員をのぞく雇用者十②無業で「主に仕事をしていきたい」者。
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低いほど高く，またその傾向は新しい世代ほ

ど強い。同様に，失業率もまた，若く，学歴

の低い者ほど高い傾向が顕著になっている。

ここからいえることは，若年失業者の増加と

フリーターの増加とは同じ背景の下で起こっ

ていることである。つまり，若くて学歴の低

い者への正社員としての需要が低下している

ことが背景にある。実際，同じ新規学卒でも，

高校生への求人はこの間8分の1にまで減少

しているが，大学生への求人は3分の2まで

の減少に留まっている（リクルートワークス

研究所2002）。

　こうした若年労働力への需要の変化は，日

本だけで起こっていることではない。若く，

学歴の低い者の失業率の上昇は，1970年代後

半以降，先進諸国の多くが経験しているとこ

ろである。その背景には経済規模が国際的に

拡大する中で，先進諸国ほど付加価値の高い

産業にシフトし，同時に付加価値の高い労働

への需要が高まるという構造的な要因があろ

う。年齢が若く，また，学歴が低い者ほど，

専門知識・スキル・経験が蓄積されていない

ために，就業機会が限られることになる。

　日本ではこの変化が90年代まで現れず，国

際的には，学校から職業への移行を円滑にお

こなう仕組みがあって，若者を失業させない

国として評価されてきた。その仕組みという

のが，新規学卒採用である。特に高校段階で

は，学校斡旋によって大量の生徒を一斉に，

一括して就業へ移行させてきた。また，企業

は，長期にわたる雇用を前提に，採用後は積

極的な職業能力開発を行い，若者たちの能力

と意欲を高めてきた。

　その仕組みから抜け落ちる若者が増えてい

るのが今の状況である。日本企業の雇用慣行

の変化を背景に，先進諸国にありがちな若者

の就業機会の制約が前面に出てきたといって

いいだろう。

　学卒時に長期の安定雇用を得られない者は，

むしろ他の先進諸国のほうが多い。だから日

本のフリーターは問題でないかといえば，そ

れは違う。これまで，あるいは今でも一定範

囲の若者には新規学卒採用が適用され，能力

や意欲の形成が進んでいる。その一方で，

いったんフリーターや無業になった者にとっ

て，次の機会は貧弱である。最初に指摘した

就職活動をしていない無業者を年齢別に見る

と，19歳と23歳で特に多い11。学卒時点でう

まく就職できなかった者が，社会活動への参

加にも躊躇する状態に陥っているのではない

かと，私は思っている。

フリーター選択と学校紹介の仕組み

　他方で，高校生や大学生が学校卒業時に就

職活動を熱心にせずにフリーターや無業を選

ぶ傾向があることも指摘されている。若者側

の就業意欲の問題である。

　首都圏の高校生を対象にした調査”1によれ

ば，フリーターになる高校生の約半数は，当

初は就職希望があった者で，需要低下の影響

が明らかだが，残りの半数は，進路について

考えてこなかったり，迷っていた生徒であっ

た。高校の進路指導では，職業理解や自己理

解，職業観の育成が目標とされてきたものの，

実際には卒業時点での就職斡旋に特化する指

導が中心であった。この指導を受け入れれば，

ii小杉・堀（2003）は，国勢調査を用いた1歳ごとの非在学・非家事の非労働力率を論じている。

iii　日本労働研究機構（2000）。首都圏の高校3年生を対象にした質問紙調査。
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高校生は自分のキャリアや職業的方向付けを

まったく考えていなくとも就職できたのが90

年代はじめまでの高校である。この高卒就職

の仕組みは，卒業時点で失業させない優れた

仕組みではあるが，高校生個人の職業的発達

についてはなおざりな面があったことは否定

できない。近年，求人環境が一変する中で，

こうした指導の持つ弱点が「どういう仕事が

自分に向いているのわからないから」という

理由でフリーターを選ばせる要因になってい

るといえよう。

　高校生がフリーターを選ぶ第2の動機は

「他にやりたいことがあるから」で，このや

りたいことはバンドやダンスなどが多い。こ

の両者は「やりたいこと」にこだわる意識で，

職業的自己実現を重視する価値観のあらわれ

だといえる。一方，多項目選択の形式の質問

にすると回答傾向は異なり，「正社員より時

間の自由がある」「とりあえず収入がほし

い」が最も多くなる。この2つに回答した者

は同時に「正社員より人間関係が気楽だ」

「正社員より気軽に仕事が変われる」を選ぶ

傾向があり，結局，ここからは「自由で気楽

で気軽に収入を得たいから」フリーターとい

う意識が浮かび上がる。

　職業的自己実現を求める価値観は，豊かな

社会になれば当然高まる価値観だろうが，一

方の「自由で気楽」という選択は，社会の構

成員としての役割・責任を回避する志向であ

る。そもそも新規学卒就職・採用という日本

社会の仕組みが果たしていた役割は，職業能

力の形成や就業意欲の促進ばかりでなく，社

会の構成員になる，すなわち，「社会人にな

る」という覚悟と転機を与えることでもあっ

た。学卒就職が当然のことではなくなった現

状では，その覚悟や転機のほうから若者たち

に迫ってくることはなくなった。若者たちを

一
人前の社会の構成員に育てるプロセスは，

今，かなり危ういものになっているのではな

いか。

親や友人，社会関係

　最近行ったヒアリング調査ivでは，家族や

友人，あるいはより一般的な社会関係などが，

フリーター・無業を選ぶ行動にどう関わるか

を探った。この調査結果から，都市部と地方

部の違い，高等教育卒業者と高卒以下の学歴

者の違いなどが，家族関係や社会関係に密接

に絡んだかたちで，フリーター・無業の選択

の背景にあることが浮かびあがった。

　まず，フリーター・無業になった若者の親

子関係に注目すると，都市部の高卒以下の学

歴の場合，典型的に見られたのは次のような

状況である。まず，彼らは高校在学中からア

ルバイトをよくしており，自分のこずかいは

自分で稼ぐという自覚を持っていた。卒業後

の仕事も本質的に高校時代のアルバイトと同

じ位置づけである。さらに，アルバイト収入

の一部を親に渡す行動を採っていた者が少な

からずいた。親の家計は厳しい状態であるこ

とが多く，進学費用はまかなえない。また親

の子供に対する態度は無関心と放任の傾向が

強く，現状もお金さえ入れれば就業形態は何

でも良いとみている。子どもは朝起きれない

などの基本的生活習慣のレベルで問題を抱え

る場合もあり，アルバイトも長続きしない。

また，特にやりたいことはない者が多いが，

そのことを悩んでもいない傾向があった。

iv　労働政策研究・研修機構（2004）。就業への移行が困難な若者を対象。
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　地方の場合は，高校への求人が激減してい

ることの影響が大きく，成績や出席が良好な

生徒でも就職できないでいる。地域経済の衰

退は家計も直撃しており，就職できない場合

に進学の選択をすることもできない。しかし，

就業機会を得るために親元を離れる選択を迫

られるほどの家計でもなく，また，地元の友

達関係が子どもにとっては重要で，都市は遊

びに行くところであってそれ以上の魅力は感

じていない。

　高卒者，高校中退者の場合，地元の友達の

存在が非常に大きく，就職後に転勤を迫られ

たとき，友達と遊べなくなるという理由で退

社を選ぶケースもあった。職場には絆を感じ

ず，在学中からの少数の友達との関係に大き

な価値をおく傾向があった。異世代との関係

をほとんど持たないまま学校時代はすごして

きたが，正社員での職場には同世代は少ない。

一方，アルバイトでの職場は若者が多く，

「アルバイトは楽しい」という感想を持つ

ケースも多い。

　高等教育卒業者の場合は，大学進学が当た

り前という環境で育ち，親は子どもの進路に

関心が強く，教育成果に強い期待を持ってい

た。それゆえ，学校での失敗は子どもの進路

選択に負の影響を大きく残す。また，「やり

たいこと重視」の志向に親は理解・共感を示

すことが多く，子供は全能感を高めて夢と現

実のギャップの拡大に仕事に就く決心ができ

なかったり，「やりたいこと」がないことを

悩んだりしている。

　ヒアリング調査の対象は50人前後と多くは

ないが，家計の状況と親子関係，子どもの学

歴との関係は密接であり，それぞれに違った

構造があることが指摘できる。すなわち，そ

れぞれに有効な対策は異なるということであ

る。

新たな移行の枠組みのデザインを

　若者のフリーター・失業・無業の増加の背

景にあるものを，労働力需要の変化，若者の

意識と学卒就職の仕組み，家族や友人等の社

会関係の側面から考えてきた。

　若者の就業をめぐる困難な事態は，今，多

くの認知するところになり，昨年には「若者

自立・挑戦プラン」が立てられ，すでに具体

的な政策として対応が始まっている。これら

の対策の有効性を高めるためには，就業への

移行が困難な若者のそれぞれの状況と背景に

あるものを十分把握・理解する必要があるだ

ろう。フリーターをひとくくりにした議論で

は，有効性は限られる。どういう若者が，ど

こで，どういう理由でといったプロセスを把

握することが必要だろう。さらに，重点を置

くべき対象は誰なのか。失業が長期化する，

あるいは，フリーターから正社員に移行が難

しいといった移行の困難度が高い者はどうい

う層なのか。そして，誰に対するどういう対

策が効果をもたらすのか。対象者に受け入れ

られるのはどのようなアプローチなのか。教

育や支援機関のあり方を具体的に論じるべき

ときだろう。

　また，産業界のフリーター採用・育成・活

用の実態，正社員登用やフリーターからの採

用の実態と必要な諸条件，若年者の雇用管理

の方向などを明らかにすることも重要である。

こうした個人と教育，産業界の現実把握の上

で，社会全体として学校から移行の経路をど

うするのか，職業能力開発をどの段階で誰が

どう行っていくかのという基本的なデザイン

を議論し再構築していかなければならない。
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　　　グδb、　、b

若者のキャリア展望と

フリーター

法政大学キャリアデザイン学部

助教授上　西　充　子

1．「やりたいこと」志向と「社会の

中での自分の位置」の喪失

　フリーターの問題を，本稿では若者一般に

とってのキャリア展望の問題との関係でとら

えてみたい。フリーターの問題と，今の若者

が置かれている状況の問題は，別々のもので

はなく，濃淡はあっても連続性のあるものだ

と考えるからである。

　フリーターの職業意識を特徴的に表すキー

ワードとして「やりたいこと」がある。「何

やりたいかわからないのでフリーターでいる

んだと思います」，「フリーターは悪いこと

じゃないと思いますよ。自分の夢にむかって

やってるなり何なりすれば」，「フリーターか

正社員かというと，どっちでもいいですね。

やりたいことにそぐえば」。ヒアリング結果

（日本労働研究機構2000）にあらわれたこれ

らのフリーターの声は，現在の厳しい雇用惜

勢を知っている者にとっては，随分と見当違

いで甘い判断にもとついているように見える

だろう。

　しかし，自分の将来の見通しがもてないこ

とが，今の自分の「やりたいこと」へのこだ

わりにつながっているのだとしたら？下村

（2002）の考察によれば，「やりたいことを

やる」というフリーターの価値観のある部分

は，自分にとって可能な進路選択肢を弁別で

きなくなってしまったために，内的な志望や

希望を過度に強調せざるを得ないことに起因

しているという。下村が考察の手がかりとし

ているのは，高校卒業直前にフリーターを予

定している者の場合，自分の「学業成績」に

対する評定が悪く，「欠席日数」が多い，と

いう調査結果である。進学も就職も難しいこ

とが分かっているがゆえに，「やりたいこ

と」という自分の主観的な選択基準をきわめ

て重要なものと考えざるを得なくなるという

のである。

　そのような観点から考えると，彼らフリー

ターの「やりたいこと」が狭い興味関心の中

で選び取られており，そこに他者との関係が

希薄であることも理解できる。同じヒアリン

グ結果から彼らの「やりたいこと」の中身を

見ると，「喫茶店の修行というかを積んで，

将来開きたい。…　私も食器とかを提供し
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たりして」「外国の文化というんですか，民

族系のもの，そういうのがすごく興味があっ

て，それに関連するようなお仕事とか，あっ

たらいいなと思い始めた」「ちょっと化粧を

するのが好きかな（ということでメイクの仕

事に関心）」など，自分の興味関心を仕事に

つなげようとしているものの，その仕事が社

会から求められているものなのか，その仕事

を通じて他者とどうかかわるのか，という視

点が薄い。対照的なのは，同じくフリーター

を経験しながら美容師をめざしている次の若

者の言葉だ。

　今は地道ですね。…　今は，やった分，うま

くなってたり，やった分，わかるんで，それが楽

しい。はじめは華やかな部分にあこがれてたんだ

けど，入ってみたら，華やかな部分より，別に店

で一生懸命，普通に，売れてなくてもお客さんに

信頼されて，店の人に信頼されて，店の中だけで

やってる人でも全然カッコいいかなって。今は思

う。この学校に入ってから思うようになりました。

あと，そんな華やかな分，そんな甘くないみたい

な。将来は，そうですね。お店を持つ，30ぐらい

にはお店をもちたいとか，そういうのはあります

ね。

　彼はバンド活動をずっとやっていたいため

に高卒後フリーターになったものの，挫折し

て美容師へと方向を転換し，美容専門学校に

在学中の19歳。美容師として，社会の中での

自分の位置を現実的に見通すことができてい

る彼は，お客さんや店の人といった他者との

関係の中にやりがいを見いだし始めている。

他方で，社会の中での自分の位置が決まらな

いフリーターは，自分の「やりたいこと」に

こだわる……そういう構図が見えてくる。

2．新卒就職者にとっても見通しに

くい将来

　ひるがえって，新卒就職者について見てみ

るとどうだろうか。リクルート（2003）は就

職・採用活動をめぐって興味深い調査結果を

示している。企業側が採用活動の際にアピー

ルした項目（複数選択）では「責任のある仕

事をまかせてもらえる」が68％と突出してい

るが，学生（4年制大学生）が就職先選びの

際に選択基準としてあげた項目では「自分が

やりたい仕事ができる」が77％と突出してい

るのである（「自分がやりたい仕事ができ

る」とアピールした企業は38％，「責任のあ

る仕事をまかせてもらえる」を重視した学生

は38％）。

　企業の側からすれば，「責任のある仕事」

をアピールすることによって，採用する学生

の中長期的な育成を視野に入れていることを

伝えたかったのかもしれない。また企業の側

からみれば，各部門への最適な配置を行うた

めには学生の「やりたいこと」を尊重するわ

けにもいかないだろう。一方，学生の重視項

目は「やりたい仕事」である。「責任のある

仕事」を続けていく中で職業能力を開発して

いくという中長期的な展望に比べれば視野が

あまりに短期的な印象を受ける。

　しかしそう決めつけてしまってよいのだろ

うか。同じ調査結果をみると，「雇用が安定

している（失業の心配がない）」「給与・福利

厚生など待遇がよい」をアピールした企業は

それぞれ15％と12％にすぎない。「仕事や研

修を通じて専門的知識や技術が身に付く」を

アピールした企業も35％にとどまっている。

長期的な雇用や労働条件の保障はできない，
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また，転職を余儀なくされた時にも，それま

での仕事を通じて専門的な知識や技術が身に

ついているとも保障できない，しかし仕事の

責任は重く，仕事の成果に応じて（社内で

は）正当に評価する，というのでは，学生に

「長期的な視野を持て」とも言えないのでは

ないか。

　社会経済生産性本部他（2004）にも，会社

に将来を託せないという若者の意識はあらわ

れている。新入社員（回答者の68％が大卒）

が会社を選ぶとき，もっとも重視したのは

「自分の能力，個性が生かせるから」であ

り，1971年度の19％から2004年度の32％へと

大幅に上昇している。他方「会社の将来を考

えて」という回答は1971年度には27％で最も

重視されていたが，2004年度には10％と大幅

に減少している。だからといって，彼らの職

業意識が希薄になったというのではない。同

じ調査で「若いうちは進んで苦労すべきだ」

と考える者の割合は1971年度62％，2004年度

61％と同水準であり，40％台前半の数値を示

したバブル期よりも今の新入社員は「まじ

め」なのである。しかしこれらの新入社員の

35％は，進路を決めるにあたって「フリーター

になってしまうかもしれない」と思ったとも

回答しているのだ。きちんと新人研修を行う

企業に入社できている彼らとっても，フリー

ターになってしまう可能性とは無縁ではな

かったのである。

3．変化の時代に，若者の位置は

　企業にとっても先行きが不透明な状況の中，

多くの企業は正社員には高い資質を求めるよ

うになってきており，正社員採用を絞り込む

一方で，非正社員の活用を進めている。そし

て非正社員として活用されるのは，多くの場

合，若年労働力である。15～24歳の非在学者

のうち，パート・アルバイト・派遣社員・契

約社員といった非正社員として働く者の（雇

用者に占める）割合は，1990年と2003年で比

べた場合，男性が7％から27％へ，女性が12％

から37％へと，いずれも大幅に上昇している

（総務省統計局1990および2003）。労働者派

遣法の改正により派遣労働はさらに拡大する

ことが考えられる。派遣業界では，新卒者向

けの紹介予定派遣を就職・採用活動の新たな

選択肢として売り込む動きも見られる。さら

に営業職などでは，最初から正社員として採

用するのではなく，当初は契約社員として雇

用して働きぶりをみるという方針に変更する

企業も増えているようだ。

　非正社員として働く若者の多くは，契約更

新をしないという形での雇用の打ち切りの可

能性の中で，将来の見通せない，不安な気持

ちで働かざるを得ない。仕事を通じて職業能

力を向上させる可能性も限られている。また

いったん非正社員としての就労を始めたのち，

正社員としての就労を希望しても，その道筋

も見えにくいのが現実である。フリーターで

あれば，労働政策研究・研修機構（2004）の

ヒアリング事例が示すように，狭い交友関係

を超えた社会との繋がりが希薄になりやすく，

求職活動への意欲も失ってしまう危険性があ

る。また「未経験者歓迎」の求人で正社員と

しての採用をねらおうとしても，連合総合生

活開発研究所（2004）によれば，実際に採用

された者の6割は正社員の転職者が占めてお

り，非正社員として長く働いたあとで正社員

の採用機会をねらうことは，困難であるのが

実情だ。
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　そういう現状であるからこそ，若者には，

目先の「やりたいこと」にばかりとらわれず

に中長期的なキャリアを展望する力が求めら

れるのであり，また企業もキャリア展望を

もった人材を求めているのである。しかし当

の若者の側は，独立志向に近い過剰なほどの

キャリア展望をもっている者がいる一方で，

多くの若者はキャリア展望がもてない閉塞感

の中にいるようだ。

　溝上（2004）が指摘しているように，かつ

ての若者も就職前に職業意識をしっかりもっ

ていたわけではない。彼らの多くは，社会規

範に従って学校卒業後にともかく就職し，実

際に働くことを通じて徐々に職業人としての

自覚を形成していったのだろう。それに対し，

現在の若者は，社会の中で自分たちが受け入

れられる場を見いだしにくい中で，ある者は

就職活動に踏み出すことさえできず，ある者

は就職活動の失敗に深く傷つき，ある者は自

分探しの深みに入り込んでしまっている（香

山2004）。

　エリクソン（1973）は青年期を，若者が自

由な役割実験を通して社会の中での自分の適

所（ニッチ）を見いだすための心理・社会的

猶予期間だと位置づけていた。そしてその

「適所」とは，社会の側からがっちりと決定

されているものであるにもかかわらず，若者

にとってはまさに自分のために用意されたも

のだと見える，とも述べている。今，多くの

若者に用意されているものが，「適所」では

なく，取り替え可能な安価な労働力としての

ポジションでしかないのだとしたら，彼らの

モラトリアムが長引き，現実的な役割から遊

離した「自分探し」に陥ってしまうことを，

一方的に責めるわけにもいかないのではない

だろうか。

　雇用が安定し，キャリアの展望がもて，自

分が社会の中で必要とされていると感じるこ

とができたとき，人は初めて安心して自己の

職業能力を高めようとするだろう。不安定な

雇用とキャリア展望のもてない仕事の増加は，

若者に危機感をあおっているようでありなが

ら，かえって若者の職業意識を希薄化させる

という悪循環を生んではいないだろうか。ブ

リーターである者も含めて，多くの若者はや

りがいのある仕事を求めている。彼らを受け

入れ，育成することの重要性が，いま改めて

間われているのではないだろうか。
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フリーター市場との共生

学習院大学経済学部

教授脇　坂　　　明

何が変わって何が変わっていないのか

　わが国だけでなく，米国・英国などでも，

いわゆる「新しい働き方」「多様な働き方」

に対する関心が強く，ジャーナリズムで取り

上げられてきただけでなく，とくに英国では，

かなり早くから多くの学術研究が蓄積されて

きた。

　それらを展望した論文によると（Nolan＝

Wood（2003）），大きく変わっていく将来を

楽観的にみる見方と悲観的にみる見方がある

けれども，皮肉にも各種調査結果によると，

事態はそれほど大きく変わっていないという

現実がある。在宅勤務や多重就業が増えたと

いっても，それぞれ数パーセントで，8割近

くは一つの事業所で雇われて働くという形を

とっており，この割合は変わっていない。

パートタイム労働は増えてきているが，自営

業割合はいったん増えたが減ってきている。

労働市場の流動化も生じていないし，長時間

労働（大陸ヨーロッパにくらべ）も変わって

いない。

　わが国の現状をみても，丁寧に統計を分析

した平成15年労働経済白書によると，多様化

（正社員の多様化含む）は進んでいるが，ほ

とんど劇的とはいえないし，安定的なものが

多い。ただ，大きく変わっている数値がある。

いわゆる非正社員の劇的な増加である。それ

も，これまで割合が減少していた不況期に，

減るどころか激増し，正社員が減少している。

好況にむかっている現在でも，この傾向は変

わりそうにない。この事実は，やはり大きな

．変化が企業そして労働者におこっているに違

いない。

どうして問題なのか

　非正社員の増加は，中高年主婦層だけでな

く，若年層にも生じている。新規学卒者が

パートタイムや非正社員で働く割合は水準だ

けからすれば，諸外国にくらべ高いものとは

いえないかもしれないが，急上昇だというこ

と，必ずしも若年層が希望，納得して就いて

いる職ではないこと，が問題である。

　いわゆるフリーターに対する評価は，さま

ざまである。自由な生き方，働き方を評価す

る意見もある。データをみてみよう。日本労

働研究機構が2000年に行った「第2回勤労生

活の関する調査」によると，フリーターを「自

由で多様な働き方」だと思うものは，年齢計

で35．7％，そう思わないものは36．9％で半々

一 16一



である。年齢による差が大きく，20歳台では

51．6％が肯定的なのに対し（否定は25．4％），

50－60歳台では3割になる。では若者の過半

数がフリーターになりたいと思っているかと

いうと，そうでない。「生活を不安定にする

働き方」であると思うものは，20歳台でも

73．8％もいる。

　生活だけの問題ではない。多くの若者が職

業能力を磨くべき時期を無為に過ごし，意欲

ある若者が能力を発揮するチャンスに恵まれ

ないという状況が問題である。同じ調査で

「職業能力に自信がある」とか「より高い職

業能力を身につける必要がある」と考えるも

のは，当然かもしれないが，有職者と無職者

で大きな差がある。仕事がなく，あっても職

業能力向上に結びつかない仕事につき，向上

意欲がそがれていく，といったシナリオは見

過ごすことができない。つまり現状はキャリ

ア（技能の蓄積）の展望の面で不確定なとこ

ろが多く，将来の人材育成に支障をきたすか

もしれない恐れがあるため，重要問題なので

ある。

　若者の職業意識を高めるとともに（供給側

の対策），適切な就業機会を提供する（需要

側の対策）ことにより，若者が未来を築く力

をつけていく方向性を目指し，さまざまな対

策を講じていかなければならない。

失業とフリーター上昇の背景

　若年の失業率が急上昇し（2001年で15－19

歳の失業率は男13．2％，女11．1％），2001年

の学校基本調査で，高卒直後の無業者が9．8％

（13万人），大卒直後の無業者が21．3％（14．6

万人）もいる。仕事についていたとしても，

いわゆる「フリーター」が増えており，厚生

労働省の推計で，2002年209万人（男94女

115），国民生活白書では417万人（2001）と

推計している。

　なぜ，これほど増えたのであろうか。大き

く供給側の変化と需要側の変化が考えられる。

前者は，「パラサイト・シングル」という流

行語に典型的にあらわれているように，親に

寄生した「ぜいたく失業」，3年以内に自発

的に離職する割合が高い，仕事につくといっ

ても本格的な正社員の仕事を嫌うといった若

者の価値観の変化に重きをおく見方である。

　しかし長期的に価値観の変化を実証するの

は難しい。いつの時代でも若者の職業意識の

希薄さ，定着の悪さは嘆かれてきた。需要の

変化，つまり企業の採用の変化があったに違

いない。わが国でも研究の蓄積がかさねられ，

「中高年による置き換え効果」つまり中高年

比率が高い企業ほど若年者求人が少ないこと

が明らかにされている。つまり，全体として

企業の従業員の年齢が高齢化しているので，

全体としては若年求人が減る。それだけでな

く，先行きの不透明感などから，企業全体の

雇用戦略として，正社員雇用を削減している。

不況にも関わらず非正社員が増加しているこ

とが，その表れで，若年者も非正社員として

は採用するが，正社員としては人数を絞ると

いう企業行動が本格化してきた。

どういった施策をとればよいか

　どういった施策をとればよいか結論をさき

に言えば，若年者を非正社員（パート・アル

バイト）志向にならないようにするのではな

く，需要側では，非正社員のキャリアを意識

した処遇，育成をすること（これが最重要と

考える），供給側では，正社員であれ非正社

員であれ，いま少し職場に即した教育，イベ

ントを普及させることにより，仕事の面白さ

と大変さに接する場をできるだけ多く提供す

ることである。

　新規学卒労働市場のミスマッチの問題に対

する抜本的な施策は，学校における学習と企
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業における就業訓練を一体的に実施する

「デュアルシステム」がある。何といっても

ドイツの例が有名である。東京都において

は，2004年4月から都立の専門高校で実施さ

れている。埼玉県の「ものづくり大学」も

デュアルになっている。デュアルシステムの

メリットを拡大するため，将来的には職種・

業種を限定せず，広く展開を図るべきである。

　若年雇用の問題は広がりが大きく，教育問

題とも直結する。職業意識や技能形成の向上

の観点からは，やはりデュアル・システムの

導入，普及がもっとも重要な施策である。し

かしデュアル・システムの導入には大変な時

間とコストがかかる。それを補う意味でイン

ターンシップの普及も良いかもしれない。た

だ現在のインターンシップの問題点は，期間

が短いこと，それに関連して行う業務内容の

貧弱さ，そして就職に直結しないことである。

それよりも（あるいは，それと並行して）短

時間正社員をみすえたトライアル雇用の普及

が効果があり現実的であろう。これは単なる
“

フリーター”ではない。フルタイム正社員

の雇用と直結しているからである。

　フリーター（もちろん主婦パートも）が多

いといわれるスーパーマーケットについ

て，2003年に調査を行った（雇用能力開発機

構（2004））。目的はパート・アルバイト（以

下，PA）の能力開発である。スーパーマー

ケットはPAの量的活用（PA比率の上昇）

と質的活用（戦力化）を進めてきたが，今後

3年間で質的活用を進めたいとする回答が

96。7％と非常に高い結果となった。

　PAの能力開発の現状として，OJT中心

に進められている点に特徴があるが，働く時

間帯が様々であることから，能力開発の実施

には難しさを抱えている。PAに対する能力

開発状況を店長に尋ねたアンケート結果で

は，6割が不十分と認識しており，その理由

として「業務多忙」を7割が挙げている。

　一方，PA自身が今後受けたい教育・研修

として挙げたものは，「高度な仕事へのチャ

レンジ」，次いで「商品知識研修」，「他店見

学」，「資格取得支援（社内資格を含む）」と

なっており，OJTの枠に留まらない意欲の

高まりが見られる。

　PAを一般PA，リーダー的PA，管理職

的PA，専門職的PA4つの役割タイプに分

け，それぞれの課題を探った。リーダー的P

Aを例にとれば，管理者的PAに準じて，苦

情相談対応や発注，返品処理，適正在庫の把

握など正社員が対応してきた業務の一部を代

替しており，文字通り各部門におけるリー

ダーとして率先垂範して幅広い業務を担当す

ることが求められている。リーダー的PA自

身は，店長に対して，専門知識や技術の指導

とともに自分の状況を理解して欲しいと考え

ており，能力開発面ではキャリア開発研修や

他店見学研修を要望として挙げている。

　以下の3点がPAの能力開発に求められる。

　①PAの活用に係る経営者・管理職の意識

　　改革

　②正社員と同様の能力開発機会の付与

　③キャリアパスを展望できる制度づくり

　最後の点がポイントで，PAに対する短期

・一時的というイメージと，現実の働き方，

雇用の実態が異なっており，働く側にとって

は「目標とするポジションの存在」と，「そ

れを可能にするキャリアパスの有無」は大き

な意味を持つ。これまで「キャリアパス」と

いう言葉で論じられる機会があまりなかった

PA層だが，タイプ別のPAといったとらえ

方で必要な人材を見極めつつ，その「働き

方」の違いが「能力発揮」の障害にならない

よう，制度面で支えていくことは必要である。

目標へ向けた複数の道筋を示すことが，ブ

リーターを含めた個人の能力開発意欲を断ち
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切ることなく持続させていく大きな鍵になる。

　多様な就業形態のあり方に関する調査によ

りフリーターのチャレンジ意欲と正社員など

への希望をみてみよう注’）。結果を表1と表2

でみると，男性は20歳台と30歳前半で大きく

異なり，30歳をすぎると，3分の2から8割

が仕事意欲をもち，正社員へ仕事を希望して

いる。ところが20歳台では，仕事意欲をもつ

ものは3割にすぎず，フルタイム正社員の希

望をもつものは23％にすぎない。20歳台の男

性フリーターは自分の時間に重きをおいてい

るのであろう。残業・転勤なしの短時間正社

員には20歳台後半で4割弱のものが希望して

いる。

　女性フリーターの場合は20歳台と30歳台と

の違いは少なく，20歳前半をのぞけば仕事意

欲は男性より低く，20歳台でフルタイム正社

員の希望が男性より多く，残業・転勤なしの

短時間正社員には20歳台から4割以上が希望

している。これは，短時間正社員が若いとき

の自分の時間を大切にしながらキャリアパス

を展望できる制度である可能性が大きいこと

を示唆するものであろう。

　これは二極化した働き方の「中間的な形

態」を作り出すもので，基幹的な仕事につく

「非正社員」の処遇を正社員に近づけること

により，多様な働き方を推進しようというも

のである。こういった形態の仕事が普及して

くれば，フリーター市場との共生はじゅうぶ

ん可能であろう。

表1．フリーターの仕事態度（％）

より責任のある仕事がし

たい

より専門的・高度な仕事

がしたい

年齢 男　　性 未婚女性 男　　性 未婚女性

一
24 23．5 34．6 29．4 38．5

25－29 30．8 25．4 30．8 42．3

30－34 66．7 2L2 83．3 42．3

表2．フリーターの正社員希望（％）

短時間正社員希望フルタイム正社員になり

たい 残業・転勤あり 残業・転勤なし

年齢 男　　性 未婚女性 男　　性 未婚女性 男　　性 未婚女性

一
24 23．5 49．1 11．8 13．7 6．3 44．2

25－29 23．1 34．7 23．1 15．5 38．5 43．7

30－34 83．3 32．7 66．7 12．5 66．7 53．9

注1）この調査は，常用労働者5名以上事業所のパートタイマー労働者の2名を限度として配布した調査（有効

　　回答パートタイマー1，523件）である。ここのフリーターの定義は男性では35歳未満のパート，女性では35

　　歳未満の未婚（配偶者のいない）パートとした。同調査の再分析を許可していただいた21世紀職業財団に

　　感謝する。
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求められるフリーター対策

日本労働組合総連合会

　　総合労働局長

　須　賀　恭　孝

はじめに

　文部科学省の平成15年度の学校基本調査に

よると，昨年3月の高校卒業者のうち，進学

も就職もしなかった人（高卒無業者）は，13

万3千人で，卒業者全体の10．3％となってい

る。卒業生の半数近くがフリーターなどの無

業者になるという高校もあり，フリーター問

題は社会問題化している。

　フリーターの急増は，社会にとっては，社

会の活力がなくなる上，フリーターは税金

（所得税）・社会保障の博外に置かれるため，

公助，自助，共助の上に成り立つ社会システ

ムの均衡が保てなくなる危険性がある（UFJ

総研の試算によると，税収や消費などの経済

的な損失は10兆円以上とされる）。

　また，企業にとっても，若年者層全体の職

業能力が高まらず，経済全体の生産性が低下

し，長期的にみて成長の制約要因となる可能

性がある。

　さらに，若年者自身にとっても経済的な自

立が難しくなり，親と同居を続けるケースが

増え（フリーターの8割が親と同居），家庭

依存型になる。そして，結婚しない理由の一

つとなって，未婚者，晩婚者が増え，少子化

の助長にもつながることとなる。

　そして，他の労働者（特に，パートタイム

労働者など）にとっても，フリーターは低賃

金での雇用を受け入れる労働者（フルタイム

労働者とほとんど同じ条件で働きながら，フ

ルタイム労働者の1／4程度の賃金で働いて

いる）として存在し，賃金の下押し圧力とな

るなどの悪影響をもたらす。

　連合は，これまで若年者雇用対策として，

若年者向けの雇用対策の強化，個々人のキャ

リア形成に対する支援の強化を，政策制度要

求の柱に位置づけ，予算編成の要求では，生

活支援手当の支給を含めた企業実習と一体と

なった教育訓練の実現を掲げてきた。

　しかし，これらの状況を受け，連合として

も，フリーターへの対応以外にも，若年失業

率の高さや七五三問題，ニートなど，若年者

雇用に関する包括的な方針についてまとめる

べく，現在作業中である。今回は，現在作業

中のものも含め，私の考えているところを記

すものである。

1．フリーター増加の要因分析

（1）政府のフリーター対策の特徴
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　政府のフリーター対策をみると，施策に

は多様なメニューはあるが，細切れで，予

算措置も少ない割に，ターゲットも絞り切

れていない。また，フリーターといっても

属性や特徴はさまざまであり，少なくとも

中卒・高卒と大卒以上等の類型，就業対策

と離職者対策に分けた，きめ細やかな対応

が必要であると考えている。

（2＞類型別の要因分析

　①大卒以上，中卒・高卒に共通の要因

　　　フリーターが増加した要因の一つに，

　　企業の短期的利益追求の経営姿勢がある。

　　わが国の企業経営が「投資を抑え，不採

　　算部門を切り捨て，現在の利益を最大化

　　する経営姿勢」へと急激にシフトしつつ

　　あることは，連合も繰り返し指摘してき

　　た。

　　　企業は，自らの短期的利益追求のため

　　に，中高年を中心に大量の希望退職を募

　　集し，新規採用も抑制する。代わりに，

　　パートや派遣等を低賃金・使い捨て雇用

　　として組み込む動きを進めてきている

　　（このことは，4月に発表した連合第7

　　次雇用実態調査からも明らかである）。

　　その結果，雇用の場そのものが減少して

　　きている。こうした企業の経営姿勢がか

　　わり，実際に雇用の場が増加しない限り，

　　若年者の正社員としての採用増は期待で

　　きない。

　　　さらに，採用を検討している企業でも，

　　新卒採用を中途採用と競合させることを

　　考えるようになってきている。その際の

　　採用基準は「即戦力」である。従来，中

　　途採用が敬遠されてきた主な理由に，

　　「社風に馴染むまでに時間がかかる」こ

　　とがあげられていたが，現在ではこうし

　　た風潮は多くない。

　採用のあり方の変化が新卒採用を減少

させ，結果的にフリーターを増加させる

共通の要因になっていると考えられる。

②大卒以上に特有の要因

　　大卒以上のフリーター増加の主たる要

　因は，ミスマッチにあるといえる。

　　厳しい学卒の労働市場のもとで，そも

　そも就職自体が困難となっている上，仮

　に就職できたとしても，自らの能力・適

　性に合致した就職先に遭遇する確率は低

　下している。また，社会が複雑化し，自

　分の職業意識や適職イメージが描きにく

　くなっており，社会の豊かさとも相まっ

　て，正規従業員として働くことへのイン

　センティヴが弱まっている。その上，大

　学進学率の高まりとともに，これまでは

　高専卒や高卒のやっていた仕事も大卒が

　やるようになり，大卒のプライオリティー

　が下がってきている。

　　これらのことが，大卒以上に特有の要

　因として存在し，それに起因するミス

　マッチを増大させ，結果として離職を増

　加させていると考えられる。

③中卒・高卒に特有の要因

　　高卒の未就職者が増加した要因として

　は，正規労働のパート等への置き換えの

　ほかに，産業別・職業別の需要と供給と

　のギャップがあげられる。

　　近年の傾向として，中卒者の大半の高

　校進学が定着している（97．3％，平成15

　年度学校基本調査）。また，高卒者の履

　修状況は，普通科と専門学科（職業課

　程）等が完全に逆転し，専門学科の卒業

　者が減少している。しかも，専門学科卒

　業者の就職は比較的容易で，求人倍率は

　1倍を超えている。しかし，普通科の卒
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業者にはほとんど求人がない。高校在学

生は，普通科は1970年に250万人であっ

たものが2001年では315万人と65万人増

えている一方で，専門学科は171万人か

ら92万人と80万人減少している。産業界

が必要とする専門学科卒業者の供給が減

少していることが，無業者率や失業率を

高めている面もある。

　かつての日本社会は，大企業への入社

による安定志向が強く意識され，高卒の

プライオリティーも高かったことから，

専門学科高校に進学して専門職を目指し，

普通科高校に進学するよりもかえって高

い処遇を確保する選択や，普通科高校に

進学して一般職で採用され，社内教育に

よって総合職や専門職を目指す，あるい

は大学に進学するなど，早い段階からの

多様な選択が可能であり，各々がそれな

りに峻別されていた。しかし，現在は，

普通科高校に行く偏差値に満たない中学

生が，専門学科高校に進学するケースが

多くなっている。そのことが，目標のな

い普通科高校進学を招き，フリーターの

供給源となっているようにも思われる。

　学生が多様な目標を抱けるような教育

指導の改善，社会システムの形成が求め

られている。

2．求められるフリーター対策について

（1）大卒以上，中卒・高卒に共通の対応

　　各企業がもっと積極的に若年者の雇用を

　増やすべきだと考えている。これは，大前

　提である。

　　企業がリストラで人員を絞り込んだため，

　若い人の訓練などには手が回らないのが現

　状である。そのため，訓練を必要としない

　専門職や中途の採用を増やし，若年者が採

用されにくい傾向にある。

　この状況を改善するには，企業は若年者

を早期に戦力化するための訓練について研

究し，訓練にできるだけコストがかからな

いようにすると同時に，訓練費用等，若年

者雇用を促進するための助成金を充実させ

ていく必要がある。また，今，議論されて

いるCSR（企業の社会的責任）の基準の

中に若年者の雇用状況を加え，社会的に評

価されるように環境を整備することも必要

である。

　連合自身の取り組みとしては，ワークシェ

アリング等を活用した若年者の雇用につい

て企業に働きかけるとともに，外部労働市

場と内部労働市場に連続性をもたせるため，

①産業労使による能力評価基準づくりと合

わせ，個別賃金の銘柄設定の共通化や賃金

データの公開，最低規制の取り組みなど，

社会的な賃率形成を目指す取り組みを強化

する必要がある。また，②典型・非典型間

の人事・賃金制度上の差別をとりはらい，

時間あたり賃金の概念を明確化し，共通の

基準で賃金決定を行うことも考えられる。

（2）大卒以上のフリーターへの対応

　　大卒以上については，主な原因がミス

　マッチにあると思われる。その対策として

　は，ジョブサポーターによる一対一の就職

　支援，キャリアコンサルタントの養成と増

　員のほか，インターンシップなどのキャリ

　ア教育や職業体験，トライァル雇用などの

　普及を積極的に行う必要がある。

　　一方，就職意識を高めるための工夫も必

　要である。ミスマッチ対策としては，十分

　な情報提供，情報を集めようとする努力が

　鍵となることは明らかである。この点をク

　リアーするために，まず，ハローワーク等

　の存在を認識させるとともに，そこに行か
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せるための工夫が必要である。そのために，

県に一カ所しか設置されていないジョブカ

フェ等の相談窓口をせめて広域行政区単位

（全国300カ所）に設置し，気軽に行ける

ようにする必要がある。すでに全国500カ

所に設置されている勤労青少年ホームを利

用するというのも一案である。

　また，中小企業で働きたい希望者を増加

させるために，まず，受け皿としての中小

企業がその良さ・強みなどの独自性を高め

ることが重要である。そして，企業情報を

積極的に発信し，社会の一員としての重要

性をアピールする必要がある。そのために

も，若者と中小企業をつなぐ様々なパイプ

を創出することも必要である。そのほか，

地方自治体が中心になった「就職フェア」

の開催など，中小企業と若者がお互いを知

る機会を増やすことについても積極的に取

り組むべきである。

（3）中卒・高卒のフリーターへの対応

　　中卒・高卒については，まず，小・中・

　高の教育課程において，働くことの意義や

　楽しさ，職業に対する興味・関心や理解を

　高めたり，現実を正面から捉え自己の適性

　を探索するための学習や体験活動を行い，

　目的をもたないフリーターにならせない工

　夫が必要である。

　　また，民間OB等を活用し，各小中高校

　に担任以外の新たな「進路指導アドバイ

　ザー（仮称）」を配置し，職業や勤労に対

　する興味・関心を高める活動や，相談活動

　等を行う必要があると考えており，これに

　は，労働組合OB等を積極的に活用すべき

　である。

　　こうした学校における指導とともに，大

　卒以上の対策と同様，ジョブカフェ，勤労

　青少年ホームの充実が必要である。その上

で，相談を受けた場合に，相談と職業訓練

（公共職業訓練）を連携させた対応も必要

である。

（4）ニートへの対応

　　働く意思が無く，学校にも行かず，就職

　訓練を受ける気も無い者（「Not　in　Employ－

　ment，　Education　or　Training」：ニート）

　については，社会の枠から外れて犯罪等に

　接する危険性も高いことから，社会的な対

　策を講ずる必要性が高いと考えている。

　ニートについては，富山県や兵庫県で行わ

　れているような「中学校における職場・実

　労働体験」が政策効果が高いとされており，

　そういったキャリア準備教育支援の充実が

　必要である。

　　　　　　　　　　　　　　　　以　上

筆者紹介
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　　　〆ObSS　　　　　もb

若年者対策と

その背景について
　経済産業省環境政策課

課長補佐小澤典明
（前経済産業省産業人材政策室課長補佐）

　若年者の失業問題，フリーター問題への関

心は急速に高まっている。今後見込まれる人

口減少，少子高齢化といった大きな社会の構

造変化の中で，そのような時代を支える重要

な担い手である若年世代の経済社会における

重要性は一層増していくものと思われる。

　一方，現状を見れば，若年者の失業率は約

10％に達し，フリーターも増大傾向が続くな

ど，若年者の就業環境は大きく変化している。

　こうした若年世代の位置づけ，就業環境な

どから，以下の2つの点が重要な政策課題と

して浮かび上がってくる。

　第一に，経済社会を支える「人材」として

のこの世代の力の低下である。

　第二に，世代の中における格差の拡大，

「階層化」である。

　若い時の良質な就業，十分な訓練，知識・

スキルの蓄積などが，将来の本人の中長期的

な就業・生活の安定につながるのみならず，

企業，さらには経済社会全体の中で，新たな

付加価値を生み出す「源泉」となるものであ

る。こうした若年時からの適切な育成と就業

が，我が国の真の担い手を生み出すことにな

るが，現状は，十分な育成の機会も良質な就

業の機会も与えられていない状況と言わざる

を得ない。我が国としての長期的な人材力の

低下が懸念される。

　また，フリーターの増大は，十分な就業・

育成の機会の喪失と同時に，同世代における

所得格差を拡大し，経済面，生活面での格差

の拡大につながる。これはまた長期的に格差

を固定化することにつながり，ひいては階層

化を強めることとなる。こうした格差の固定

化，階層化が，経済面のみならず，社会全体

の安定性を低下させるおそれがある。

　このような政策課題に真摯に取り組み，解

決へと踏み出すことが重要である。昨今の政

府における若年者対策，人材育成対策の強化

の動きは，こうした問題意識に立って進めら

れているものである。

　さて，若年者就業対策，フリーター対策は，

これまでも厚生労働省，文部科学省を中心に

進められてきたが，若い人材が将来の我が国

の経済発展・競争力の源泉であり，そのよう

な視点も含めた対応の強化が重要であること，
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実際に人材を必要としている産業サイドの協

力が重要であること，政府における政策資源

の効率的・重点的な活用のため関係省庁が強

力に連携して取り組む必要があることなどか

ら，平成15年4月に上記2省に，内閣府，経

済産業省が加わって，「若者自立・挑戦戦略

会議」を設置し，若年就業者対策の強化を

図ってきている。

　具体的には，同年6月に「若者自立・挑戦

プラン」を策定し，若年失業やフリーターの

増大の流れを大きく転換することを目指して，

官民が強力に連携しながら，若年者の就業機

会創出と人材育成の好循環のために政策資源

を重点的に投入することとした。また，この

ための予算として平成16年度において約500

億円の予算を計上し，教育段階から職場定着

に至るキャリア形成・就職支援，若年労働市

場の整備，若年者の能力向上・就業選択肢の

拡大，若者が活躍できる新たな市場・就業機

会の創出，地域における若年者ワンストップ

センター（通称：ジョブカフェ）の設置など

を推進中である。

　更に，今後ともこうした対策を推進・強化

するため，本年度からは内閣官房長官が若者

自立・挑戦戦略会議に参画し，政府としてよ

り総合的に推進する体制を整備し，本年6月

には，若者自立・挑戦プランの強化について

の基本的方向を打ち出しているところである。

今後，対策の一層の充実が期待されるところ

である。

るからこそ，我が国の将来を見据えて，今か

ら着実に手を打っておかなければならない。

政府の積極的な対応のみならず，産業界，労

働界が同じ問題意識に立って，一丸となって

取り組むことが必要である。

　そして，何よりも若者一人ひとりが，自ら

の将来を自ら切り開いていくことを期待して

止まない。

　若年失業・フリーター問題は，我が国経済

社会の根幹を揺るがす問題である一方，短期

的にはその影響がなかなか見えにくいもので

ある。むしろこうした認識しにくい問題であ
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若者自立・挑戦プラン

平成15年6月10日
若者自立・挑戦戦略会議
文部科学大臣　　　　　遠山　敦子

厚生労働大臣　　　　　坂口　　力

経済産業大臣　　　　　平沼　赴夫

経済財政政策担当大臣　竹中　平蔵

1．認　識

（1）深刻な現状と国家的課題

　○今，若者は，チャンスに恵まれていない。高い失業率，増加する無業者，フリーター，高い離職

　　率など，自らの可能性を高め，それを活かす場がない。

　○このような状況が続けば，若者の職業能力の蓄積がなされず，中長期的な競争力・生産性の低下

　　といった経済基盤の崩壊はもとより，不安定就労の増大や生活基盤の欠如による所得格差の拡大，

　　社会保障システムの脆弱化，ひいては社会不安の増大，少子化の一層の進行等深刻な社会問題を

　　惹起しかねない。（参考1）

　○わが国にとって人材こそ国家の基礎であり，政府，地方自治体，教育界，産業界等が一体となっ

　　た国民運動的な取り組みとして，若年者を中心とする「人材」に焦点を当てた根本的対策を早急

　　に講じていく必要がある。

　0このため，新たな枠組みとして，ここに「若者自立・挑戦プラン」を策定し，教育・雇用・産業

　　政策の連携を強化するとともに，人材対策への政策資源の重点投入とその効率的な活用，成果の

　　最大化を図りながら，官民一体となって総合的な人材対策を強化する。

②　問題の原因

　○若年者問題の主な原因としては，第一に，需要不足等による求人の大幅な減少と，求人のパート・

　　アルバイト化及び高度化の二極分化により需給のミスマッチが拡大していること，第二に，将来

　　の目標が立てられない，目標実現のための実行力が不足する若年者が増加していること，第三に，

　　社会や労働市場の複雑化に伴う職業探索期間の長期化，実態としての就業に至る経路の複線化，

　　求められる職業能力の質的変化等の構造的変化に，従来の教育・人材育成・雇用のシステムが十

　　分対応できていないことなどが挙げられる。

2．目指すべき方向

（1）目指すべき社会

　○「若者が自らの可能性を高め，挑戦し，活躍できる夢のある社会」の実現を目指すべきである。

　○また，「生涯にわたり，自立的な能力向上・発揮ができ，やり直しがきく社会」の実現を目指すべ

　　きである。

（2）目指すべき企業像

　○若者に雇用・就業の場を提供する企業，長期的な視点から人を大切にし，人材育成，キャリア支

　　援を図る企業が求められる。
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（3）目指すべき人材像

　○「真に自立し，社会に貢献する人材」が求められる。

　○また，「確かな基礎能力，実践力を有し，大いに挑戦し創造する人材」が必要である。

3．政策の基本的考え方

（1）若年失業の流れの転換

　○若者が可能性を高め，活躍できる社会を構築するためには，就業機会創出や人材育成のための政

　　策を重点的に実施し，若年失業やフリーター等の増大の流れを大きく転換する必要がある。

②　構造変化に対応したシステム改革

　○若年者問題の原因を，若年者自身のみに帰することなく，教育，人材育成，雇用などの社会シス

　　テムの不適合の問題として捉えて対応する必要がある。

　○まず，職業探索期間の長期化や就業に至る経路の複線化に対応して，これまでの卒業即雇用とい

　　う仕組みだけでなく，各個人の能力，適性に応じ，試行錯誤を経つつも，職業的自立を可能とす

　　る仕組みが必要である。

　○また，技術革新の進展などの中で職務が高度化し，専門的知識・技能の他，問題発見・解決能力

　　等のような変化に柔軟に対応できる能力が一層重要になっている。

　○こうした構造的変化の下で，若年者問題の抜本的解決のためには，教育，人材育成，雇用の各シ

　　ステム全般の改革が必要であり，これを各府省の連携と産業界，教育界，地域社会・行政などの

　　協力により進めることが不可欠である。

（3）就業機会創出・人材育成の好循環と政策資源の重点投入

　○若者が大いに活躍できる場が必要であり，創業・起業活性化等の新たな市場，就業機会創出のた

　　めの政策に総力を挙げて取り組む必要がある。

　○また，人材の質を高めることは，能力のミスマッチを解消し，新規就業の増大につながるととも

　　に，新たなビジネスや労働需要を生み出す源泉となることから，人材育成のための政策を強化す

　　る必要がある。

　○これらの政策を強力に推進し，「就業機会創出・人材育成の好循環」を創ることが不可欠である。

　　このため，若年者を中心とする人材育成や創業・起業活性化等による就業機会創出について，政

　　策資源を重点投入する必要がある。

4．産業界等の主体的な取り組み

○若年者問題の解決のためには，産業界がその社会的使命を認識し，企業が従来以上に主体的に取

　り組むことが不可欠である。

○今般，産業界から，若年者の雇用促進・人材育成を強力に進める決意や，政府の施策への積極的

　協力の意思が表明された。（参考2）

　これを高く評価し，政府としては産業界に対して，厳しい経済環境の中でも，若者に雇用や実習

　の場を提供し，その育成を図るよう強く求めるものである。

○具体的には，通年採用の普及，求人開拓，インターンシップやトライアル雇用の受入れ，日本版

　デュアルシステムの推進，若年者に求める人材要件の明確化等について企業の協力を求めていく。

○一方，政府としても，こうした産業界や企業の取り組みを進めるために必要な情報提供，助言・

　指導，関係者間の調整等を図る。

○また，教育界においても，勤労観・職業観の醸成の重要性を一層認識し，産業界，地域社会等と
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　協力して取り組む必要がある。

○こうした関係各界の連携と政府の対策が一体となって，就業機会創出・人材育成の十分な成果を

　生み出すよう最大限取り組む。

5．本プランの目標

○本プランにおいては，フリーターが約200万人，若年失業者・無業者が約100万人と増加している

　現状を踏まえ，当面3年間で，人材対策の強化を通じ，若年者の働く意欲を喚起しつつ，全ての

　やる気のある若年者の職業的自立を促進し，もって若年失業者等の増加傾向を転換させることを

　目指す。

6．政策の推進に当たって

（1）政策の連携強化，総合的な推進

　○政策の実施に当たっては，関係府省の緊密な連携・協力の下，政策の連携強化と総合的な推進を

　　図る。

（2）地域の自主性と多様性を尊重した対応

　○地域の自主性と多様性を尊重しながら，地域による若年者対策への主体的な取り組みを推進する。

（3）民間の活用

　○民間を活用することが適当なものは民間に委ね，その活用に当たっては，適切な質を確保しつつ，

　　成果・実績に基づいた評価とそれに応じた適切なインセンティブによって，個人・企業・社会の

　　ニーズに合ったサービスが提供されるようにする。

（4）明確な目標設定と施策の的確な評価

　○各施策については，その達成目標を明確にした上で，施策の実績・効果を的確に評価しつつ，効

　　果的な展開を図る。

7．具体的な政策の展開

（1）具体的政策

　　具体的な政策については，既存施策の効果を評価し，必要な見直しを行った上で，構造変化に対

　　応した若年者のための新たな教育・人材育成・雇用・創業施策の展開を図る。

①　教育段階から職場定着に至るキャリア形成及び就職支援

　○次に掲げる取組を，教育施策と雇用・能力開発施策の連携により推進し，若年者の職業的自立，

　　職場定着を進める。

〈キャリア教育，職業体験等の推進＞

　a．勤労観・職業観の醸成を図るため，学校の教育活動全体を通じ，子どもの発達段階を踏まえ

　　　た組織的・系統的なキャリア教育（新キャリア教育プラン）を推進する。このため，学習プ

　　　ログラムの開発や教員研修の充実などを図り，各学校の取組を促進する。

　b．「総合的な学習の時間」等を活用しつつ，学校，企業等の地域の関係者の連携・協力の下に，

　　　職業に関する体験学習のための多様なプログラムを推進することなどにより，小学校段階か
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　　らの各種仕事との触れ合いの機会を充実する。

c．インターンシップについて，単位認定の促進，期間の多様化などにより内容を充実し，実施

　の拡大を図る。また，各省が連携して，国，地方の各レベルで関係者による連絡・推進協議

　会を設置するなど推進体制を強化する。

d．社会や企業の最新情報を活かした進路相談などを効果的に実施するため，地域の多様な人材

　　を様々な教育活動の場で積極的に活用する。

〈日本版デュアルシステムの導入，基礎から実践にわたる能力向上機会の提供＞

　a．若年者向けの実践的な教育・職業能力開発の仕組みとして，新たに，企業実習と教育・職業

　　　訓練の組合せ実施により若者を一人前の職業人に育てる「実務・教育連結型人材育成システ

　　　ム（日本版デュアルシステム）」を導入する。

　b．就業に関わる基礎的な能力を付与する機会，企業等のニーズを踏まえた実践的な職業能力開

　　　発の機会を提供するとともに，フリーター等に対する多様な実務的教育の機会（フリーター

　　　再教育プラン）を提供することにより，その能力向上を通じた職業的自立を支援する。

〈専門人材の養成，配置等を通じた就業支援，キャリア形成支援体制の整備＞

　a．就職未内定生徒，未就職卒業者等が，ジョブサポーターにより，就職活動から職場定着まで

　　　の一貫したマンツーマンのきめ細かな就職支援を受けられる体制を整備する。

　b．新たに，若年者の適性と能力に応じた相談，情報提供等の支援を行い，職業的自立へ導く専

　　　門的なキャリア・コンサルティングを行う人材の能力要件を明確化し，その養成を早急に進める。

　　　また，こうした専門人材の学校での積極的活用や，ハローワーク等への配置により，若年者

　　　の職業的自立に向けた支援機能の充実を図る。

②　若年労働市場の整備

　○「学卒即本格雇用」以外に「学卒後就職探索期間を経て本格雇用」という就業経路の複線化に対

　　応した就職システムの整備を進める。具体的には，複数応募制，通年採用の普及，トライアル雇

　　用の積極的活用，キャリア探索一形成に係る総合的な情報提供等を推進する。

　○能力を軸としたマッチングを可能とするため，企業が若年者に求める人材要件を明確にし，集約

　　して学校や学生に提示する仕組みを関係者の協力のもとにつくりあげることにより，能力を軸と

　　した若年労働市場の基盤を整備する。

　○学卒，若年者向けにスキル標準の策定を含む実践的な職業能力を評価・公証する仕組みを新たに

　　つくり，若年者のキャリア目標づくりや企業側の採用の目安としての活用を進める。

③若年者の能力の向上／就業選択肢の拡大

　○奨学金の充実や，教育訓練給付制度における政策効果の高い指定講座への重点化等，やる気のあ

　　る若者に対する教育・訓練機会を提供する。

　○社会経済の複雑化・高度化に対応し，社会を牽引できるような高度な専門能力等を持つ人材を養

　　成する（キャリア高度化プラン）。

　　a．大学，大学院，専修学校等において，産学官連携によるキャリアアップのための先導的な短

　　　　期教育プログラムの開発，推進を図る。

　　b．わが国の経済社会を牽引する高度な専門能力を持つ人材を養成するため，専門職大学院の設

　　　　置促進などによる高度専門職業人養成の強化を図る。

　　c．大学院における世界的な水準の人材育成の支援や，新しい教育プログラムの提供や学部教育

　　　　と大学院教育との連携などの大学教育の工夫改善に資する取組等についての充実強化を図る。

④若者が挑戦し，活躍できる新たな市場・就業機会の創出

　○平成18年までの新規開業数の倍増を目標に，特に若年者による創業への挑戦を促すため，新たな
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　支援体系を構築し，重点的・集中的な対策を講じる（「若年者創業チャレンジプラン」の推進）。

○具体的には，（i）挑戦者を真に応援する民間やNpoを最大限活用した「創業コミュニティの形

　成」，（ii）「産業再生・創業促進型人材の重点的育成」，（iii）「創業促進のための制度基盤整備」

　を柱とし，以下の施策を中心に大胆な政策展開を行う。

〈創業コミュニティの形成＞

　　a．若年者など30万人以上を対象とした起業予備軍総合支援サービス「起ちあがれニッポン

　　　DREAMGATE」について，学生への集中啓発等，若者を意識した新たなサービスを展開する。

　　b．民間やNPOによるベンチャー企業向けの実践型インターンシップ等を実施し，創業に挑戦

　　　する人材を大量発掘・養成する。

　　c．大学発ベンチャーについて，1000社創出の加速化や，統合技術による事業化など総合的な市

　　　場化支援を行う。

　　d．産業クラスター計画を強化する。販路開拓支援の拡充，資金調達力強化等により，3年間で

　　　　1万件の新事業創出を図る。

　　　また，知的クラスター創成事業を推進するとともに，産業クラスター計画との連携を強化し，

　　　新技術の事業化を促進する。

＜産業再生・創業促進型人材の重点的育成＞

　　a．実効的な教育内容と高い創業・就業実績を持つ民間事業者が行う実践的な創業教育を支援す

　　　る。

　　b．経営，ベンチャー，事業再生等の高度人材に関するスキル標準の策定，企業や大学，自治体

　　　の連携によるIT人材の育成，スピンオフ型ベンチャー人材の育成など，市場が求める産業

　　　再生・創業促進型人材の育成を強化する。

　　c．技術と経営に精通した高度人材（MOT人材）の育成を強化し，5年間で1万人のMOT人材

　　　の輩出を図る。

　　　また，先端技術と知的財産の知識を併せ持った人材（知的財産専門人材）の育成，継続的な

　　　研修等を強化する。

　　d．小中高校生に対する体験・参加型の起業家教育を充実し，未来の起業家の育成を強化する。

　　e．若手経営者の育成のため，創業塾を拡充する。

〈創業促進のための制度基盤の整備＞

　　a．最低資本金制度の撤廃や，簡易で柔軟な事業組織制度として，有限責任会社（LLC）や有限

　　　責任組合（LPS）を導入する。

○新産業創出のための独創的研究開発，実用化研究及びその支援を行う施設を整備する。

○幅広い健康サービス産業のネットワーク化による地域における総合的なヘルスケアサービスの創

　出を図る。

○市民ベンチャーの創出支援やアドバイザーの育成などコミュニティビジネスの活性化等による就

　業創出を図る。

○潜在需要を喚起する規制改革の加速等により，新たなビジネス市場を拡大する。

（2）地域における若年者対策推進のための新たな仕組みの整備

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（若年者のためのワンストップサービスセンター）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　通称：Job　Cafe（ジョブカフェ）

　○若者の生の声を聞き，きめ細やかな効果のある政策を展開するための新たな仕組みとして，地域
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の主体的な取り組みによる若年者のためのワンストップセンターの整備を推進する。

【センターのイメージ】

一地方自治体と地域の企業，学校等の幅広い連携・協力の下，地域による主体的な取り組みとして，

　その実情に応じ，若年者に対する職業や能力開発，創業支援に関する情報提供，インターンシッ

　プ等職場体験機会の確保，キャリアコンサルティング，就職支援サービス等を行う仕組み（セン

　ター）を設ける。

一 センターでは，民間活力の活用に留意しつつ，ワンストップでサービスを提供する。

一民間委託などによる民間活用に当たっては，そのノウハウを十分に活かし，サービスの質を高め

　るため，事業成果・実績に基づいた評価などに留意して行う。

○センターの名称や具体的な業務等については，取組を行う地域において利用者である若者の声も

　聞きながら検討・決定する。

8．プランのフォローアップ

○本プランを踏まえた政策の推進に当たっては，引き続き関係閣僚の間で密接に連携して取り組み，

　プランの実効ある実現を図る。

（参考1）

【若年者の雇用・就業の深刻な現状】

一失業者数の増加：15～24歳の失業者数92年40万人→02年69万人

一高い失業率：15～24歳の失業率　　　92年4．5％→02年9．9％

一
地域間格差が大：都道府県別失業率（15～24歳）　　5．5～20．8％

　　　　　　　　　高校新卒者の都道府県別就職内定率　61　8～99．0％

一 フリーターの増加　92年101万人　　　00年193万人

一
無業者比率の増加：大卒無業比率92年　5．7％→02年21．7％（約／2万人）

　　　　　　　　　高卒無業比率92年　4．7％→02年，10．5％（約14万人）

一高い離職率（7・5・3現象）

　　　　　　学卒就職3年後までの離職率：中卒7割、高卒5割、大卒3割

（参考2）

「若年者を中心とする雇用促進・人材育成に関する共同提言」における産業界の主な取り組

み（平成15年5月13日　日本経済団体連合会・日本商工会議所）

　一地域における包括的な若年者支援への協力（センター事業への協力）

　一インターンシップ、トライアル雇用等の積極的受入れ

　一人材要件の明確化、求人ニーズの掘り起こし、就職説明会・面接会の実施など情報提

　　供やマッチング機能の強化

　一職業別キャリアマップの作成、標準的な人材育成プログラムの策定への協カ

　ー生徒・教師の職場体験の受入れ強化、講師派遣などキャリア教育充実への協カ

　ー創業・起業支援事業の強化
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若者自立・挑戦プランの推進

平成16年1月20日
若者自立・挑戦戦略会議
文部科学大臣　　　　　河村　建夫

厚生労働大臣　　　　　坂口　　力

経済産業大臣　　　　　中川　昭一

経済財政政策担当大臣　竹中　平蔵

　「若者自立・挑戦プラン」（平成15年6月10日取りまとめ）を推進するために必要な施策及びその平成

16年度予算案は，下記のとおりである。

　今後，関係府省は，これらの施策を効果的かつ効率的に実施するため，十分に連携しつつ，次の三点

に取り組むものとする。

①産業界，教育界などとの連携の充実を図ること。

②あらゆる機会を捉えて広報に努め，広く国民の理解と協力を求めること。

③「若者自立・挑戦プラン」全体及び各施策の実績・効果を的確に評価し，必要に応じて見直しを図

　　ること。

己一言
口

政府予算案合計　494億円（前年度予算　274億円）

1．教育段階から職場定着に至るキャリア形成及び就職支援

　　　　　　　　　　　　　　政府予算案157億円（前年度予算額116億円）

（1）キャリア教育，職業体験等の推進　　　　55億円（69億円）

　①児童・生徒等の発達段階に応じて，職場体験・インターンシップなどを活用して，児童・生徒等

　　の勤労観，職業観を育てるためのキャリア教育を一層推進するため，推進地域を指定して指導内

　　容，指導方法を開発する。また，学校，企業等の連携の下，一定のプログラムに基づき，中高生

　　自らによる取材活動，職業体験，ボランティア体験等を行う事業について，対象地域を拡大して

　　実施する。さらにフォーラムを通じてキャリア教育の普及・啓発を図る。

　②早い段階からの職業意識形成を支援するため，企業人を講師として学校に派遣し，職業や産業の

　　実態，働くことの意義等に関して生徒に理解させ自ら考えさせるキャリア探索プログラムを高校

　　のほか小中学校においても実施するなど，地域人材の講師等の活用を促進する。

　③インターンシップ推進体制の強化のため，関係者による連絡協議会を開催する。

　④若年者の職業に関する情報交換の場所の提供や，自主的なグループ活動への支援等を実施してい

　　る「ヤングジョブスポット」について，民間団体への運営委託や関係者との連携の強化により，

　　より効果的な運営を図る。

（2）実践的な能力を身に付けるための教育訓練の拡大，基礎的な能力を向上させる機会の提供

　　88億円（46億円）
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①若年者を対象とした新たな人材育成システムとして，企業と教育機関をコーディネートし，企業

　実習と組み合わせた教育訓練（例えば週3日は企業実習，週2日は教育訓練）を行うことにより

　一人前の職業人を育成する実務・教育連結型人材育成システム（「日本版デュアルシステム」）を

　新たに導入する。

②フリーター等に対し，民間教育訓練機関等を活用し，グループカウンセリングによる職業意識啓

　発やマナー講習等，企業での職業体験を含む訓練を実施する。

③高等学校（単位制の定時制・通信制）において，無業者，就業者等に対し，就業に関わる基礎的

　な能力を付与する「学びなおし」モデル事業を新たに行う。

④IT，バイオ，福祉等の分野で，より高度な知識を習得したいフリーター等を対象として，専門

　学校等において企業等のニーズを踏まえた短期教育プログラムを開発，導入する。

⑤専門学校等において，新たに資格取得のためのガイダンスや職場実習等就職に直結した講座の開

　設を行うとともに，引き続き学生の悩みを受け止めて就職等を支援するキャリアカウンセリング

　の方策についての研究・開発を行う。

〔3）就職活動から職場定着までのきめ細かな就職支援　　　　14億円（1億円）

　①在学中の早い段階からの職場見学等による職業理解の促進から就職後の職場定着の各段階を通じ

　　てマンツーマンによる一貫した支援を行う

　　若年者ジョブサポーター（就職支援相談員）を100人から648人に拡充し，全国の公共職業安定所

　　に配置し，中学・高校卒業者の円滑，的確な就職を実現する。

　②就業意欲や職業能力の向上の動機付け，職場でのコミュニケーション能力の付与等を内容とする

　　業界単位の集団研修，職場定着のための事業所内の相談体制の整備等を内容とする学卒就職者の

　　早期離職防止対策モデル事業を地域の事業主団体等に委託し，新たに実施する。

〔4）若年者に対する専門的な就職相談を行う人材（若年者向けキャリア・コンサルタント）の養成・配置

　　1億円（0．3億円）

　新たに若年者向けの専門的なキャリア・コンサルタントに必要な能力基準等を策定するとともに，

その養成を行い，若年者対策での活用を促進する。

2．若年労働市場の整備　　政府予算案159億円（前年度予算額143億円）

〔1）就職経路の複線化に対応した多様な就職システムの整備　　　　120億円（132億円）

　①学卒未就職者等の若年失業者に実践的な能力を取得させ，常用雇用へ移行するため，短期間の試

　　行雇用を実施して，若年者の雇用を推進する。

　②フリーターに対して安定就労の動機付けや職業生活に必要な知識・技能の付与等をしつつ，正社

　　員として登用する制度を有する企業の事例を収集，分析するととともに，事業主に対する普及促

　　進のためのセミナー，相談・援助を実施する。

②　人材ニーズの把握及び産業・企業が若年者に求める能力・技術の明確化　　　　5億円（新規）

　①若者に対するニーズの高い有望50職種について，新たに詳細な人材ニーズ調査を行う。

　②企業が若年者に求める能力・技術の要件を調査・分析し，それらを集約して学校や学生に情報提

　　供を行うとともに，若年者の人材育成に積極的な企業の事例の収集及び分析を行う。

（3）若年者向けの能力・技術を評価する仕組みの整備　　　　35億円（11億円）

　①学卒，若年者向けの能力評価として技能系から事務系にわたる幅広い職種を対象とした実践的能
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　力評価，公証の仕組みの整備を行う。

②IT，技術経営，地域金融等の専門分野の人材について，求められる能力・技術の体系化と評価

　基準を策定するとともに，カリキュラムや教材の開発等を抜本的に拡充し，利用促進のための情

　報提供を行う。

3．若年者の能力の向上・就業選択肢の拡大　　政府予算案69億円（前年度予算額6億円）

（1）社会経済の複雑化・高度化に対応し，社会を牽引できるような高度な専門能力等を持つ人材養成

　（キャリア高度化プラン）の推進　　　　69億円（6億円）

　①社会人や企業のニーズを踏まえた実用的な職業能力を身につけさせるため，大学，大学院，専門

　　学校等で社会人向け短期教育プログラムを開発する。

　②専門職大学院（法科大学院，ビジネススクール等）の設置促進により，高度専門職業人の養成を

　　強化する。

　③大学教育におけるインターンシップの支援，地域貢献型の学習などの種々の取組の中で特色ある

　　優れたものを支援し，その取組の充実を図ることにより，専門的・社会的能力の育成機能を充実

　　させる。

4．若者が挑戦し，活躍できる新たな市場・就業機会の創出

　　　　　　　　　　　　　政府予算案29億円（前年度予算額9億円）

（1）創業・起業の活性化による雇用機会の創出　　　　29億円（9億円）

　①若年層を中心に，30万以上の起業を目指す人材を対象に，インターネットにより創業に必要な情

　　報を提供するとともに，多数の創業仲間との出会いの場の提供や専門家による相談を行う　（「起ち

　　あがれニッポンDREAM　GATE」事業）。
　②創業塾について，創業予定者に加え，新事業展開等を目指す若手後継者等を対象に，経営戦略，

　　組織マネジメント等の知識・ノウハウの体得を支援する新たなコースを開設し拡充を図る。

（2）産業界に対する若年者対策への協力の積極的な働きかけ

　　若年者雇用対策推進のため，若年者の雇用拡大，人材投資の促進，商工会議所等による積極的な

　求人開拓，インターンシップの積極的受入れ，トライアル雇用の活用，日本版デュアルシステムに

　ついて，産業界への働きかけを行う。

5．地域における若年者ワンストップサービスセンターの設置　　政府予算案80億円（新規）

　若年者対策のために，都道府県が，産業界，教育界，地域社会・行政の連携の場として，若年者が雇

用関連サービスを1か所でまとめて受けられるワンストップサービスセンター（通称：Job　Cafe）を設

置する場合等に，下記の支援を行う。

（1）ワンストップサービスセンターに対し，若年者への企業説明会の実施，高校生の保護者の就職に関

　する意識の啓発や進路指導担当者の産業・雇用に係る知識等の向上，若年者の採用拡大のための広

　報・啓発等の事業の委託を行う。

②また，都道府県の要請に応じ，ハローワークをセンターに併設するとともに，キャリア・コンサル

　ティングの実施等若年者のキャリア形成支援を行う。
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（3）さらに，10程度のモデル地域において，地域産業の活性化・高度化のためにはそれを担う人材が必

　要であるとの観点から，若年人材を育成するため，民間を積極的に活用して，人材ニーズを詳細に

　掘り起こすとともに，カウンセリングからインターンシップ，研修等まできめ細かなサービスを一

　貫して提供する。
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若者自立・挑戦プランの強化の基本的方向

平成16年6月18日
若者自立・挑戦戦略会議
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1．はじめに

　若者は我が国の将来を支える人たちであり，高い若年失業率，増加するフリーターや無業者といった

状況を放置するならば，我が国経済・社会の発展基盤の崩壊につながりかねない。

　こうした問題意識に基づき，昨年6月，関係府省は，「若者自立・挑戦プラン」を策定し，若年失業者

等の増加傾向の転換を目指し，連携して取り組んできたところである。

　今般，政府は，本問題の重要性に鑑み，「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2004」において，

若者自立・挑戦プランを強化し，本年中にアクションプランを取りまとめることとした。

　このため，関係府省は，連携して，男女共同参画の観点も踏まえ，若者自立・挑戦プランの強化に取

り組むこととする。また，本対策について，引き続き，政策群に位置付けることとする。

2．今後，新たに講ずる施策の基本的方向

強化の具体策として，今後，新たに以下の施策を講ずることとする。

①学校段階からのキャリア教育の強化（ものづくり体験等），専門的職業人の育成

（基本方針）

　　　各省が密接に連携し，産業界の最大限の協力を得つつ，ものづくり体験学習の実践等，学校段

　　階からのキャリア教育を強力に推進する。また，専門高校等において，地域産業界等との連携の

　　強化により，将来の地域社会の担い手となる専門的職業人を育成する。

②フリーター・無業者に対する働く意欲の潤養，向上等

（基本方針）

　　　働く意欲の滴養，向上，就業への動機付けのための総合的な対策を講ずる。

③成長分野を支える人材育成の推進

（基本方針）

　　　製造現場の中核人材，サービス産業人材，IT人材，　MOT（技術経営）人材等の育成に向け

　　て，産学連携やベテラン人材の活用策を講ずる。

④企業内人材投資の促進

（基本方針）

　　　キャリア形成促進助成金の活用を促進する。また，企業内人材投資を促進するための具体策を

　　検討する。
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⑤誰でもいつでも能力向上を行う機会の提供（草の根eラーニング・システムの導入）

（基本方針）

　　　フリーターや無業者，企業内人材育成に依存できない者等の誰もが，いつでも能力開発を行う

　　機会を提供するため，各省が連携し，草の根eラーニング・システムを整備する。

⑥国民各層が一体となって取り組む国民運動の推進

（基本方針）

　　　若年者が働くことの意義を実感させ，働く意欲・能力を高めるため，国民各層が一体となって

　　取り組む国民運動を推進する。併せて，人材育成等の必要性に対する普及・啓発等を行うため，

　　フォーラム等を開催する。

3．アクションプランの取りまとめに向けて

今回取りまとめた基本的方向に基づき，各府省が連携して，各施策の具体化をすすめ，年内にアク

ションプランを取りまとめる。
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オリンピックの国別

メダル予測

大阪大学社会経済研究所

教授大　竹　文　雄

　アテネオリンピックが近づいてきた。オリ

ンピックでは，各国のメダル数争いが関心を

呼ぶ。日本のメダル獲得数は，アトランタで

14，シドニーで18であった。アテネではいく

つになるだろうか（表1参照）。

　2004年6月17日の共同通信社の報道によれ

ば，アテネ五輪で日本選手団の総監督を務め

る日本オリンピック委員会（JOC）の福田富

昭選手強化本部長は，日本の金メダル獲得数

について「二けたを目指したい」と述べ，10

表1　日本のメダル獲得数の推移

　60　ローマ

　64東京

　68　メキシコシティー

　72　ミュンヘン

　76　モントリオール

　80　モスクワ

　84　ロサンゼルス

　88　ソウル

　92バルセロナ

　96　アトランタ

2000シドニー

2004　アテネ

金

4
1
6
1
1
1
3
9
　
一
1
0
4
3
3
5
？

銀
7
5
7
8
6
　
一
8
3
8
6
8
？

銅

7
8
7
8
1
0
　
一
1
4
7
1
1
5
5
？

十

籠
窮
2
9
肪
；
髪
M
野

個以上を目標とする考えを明らかにしたとい

う。JOCの情報戦略部会が過去の世界選手

権や世界ランキングなどを競技ごとに分析し

た結果，金は多い場合は9個，少ない場合は

3個と予測している。福田総監督は，「そう

いう分析結果に挑戦したい」，メダルの総数

では「24個か25個は取りたい」と話している。

福田総監督は，最も金メダルが期待できる競

技として柔道を，次いでレスリング女子を挙

げている。

　ところで，日本のオリンピックでの獲得メ

ダル数は国際的な「相場」よりも多いのだろ

うか，それとも少ないのだろうか。シドニー

オリンピックで最も多くメダルを獲得した国

はアメリカで97個，2位がロシアで88個，3

位が中国で59個，4位が開催国オーストラリ

アで58個，5位がドイツで57個となっている

（表2）。日本の18個は，ウクライナの23個

についで第14位であり，17個のハンガリー一　s

ベラルーシが続いている。

　オリンピックのメダル数がトップスポーツ

選手の人数に比例し，トップスポーツ選手が

生まれるのは人種や国とは無関係であれば，
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表2　シドニーオリンピックでのメダル獲得数

国　　名 金 銀 銅 計

1 アメリカ 39 25 33 97

2 ロシア 32 28 28 88

3 中国 28 16 15 59

4 オーストラリア 16 25 17 58

5 ドイツ 14 17 26 57

6 フランス 13 14 11 38

7 イタリア 13 8 13 34

8 キューバ 11 11 7 29

9 イギリス 11 10 7 28

10 韓国 8 9 11 28

11 ルーマニア 11 6 9 26

12 オランダ 12 9 4 25

13 ウクライナ 3 10 10 23

14 日本 5 8 5 18

15 ベラルーシ 3 3 11 17

16 ハンガリー 8 6 3 17

17 ポーランド 6 5 3 14

18 カナダ 3 3 8 14

トップスポーツ選手数は人口に比例するはず

である。そうすると，人口の多い国でメダル

数も多くなりそうである。シドニーオリンピッ

クでメダルを獲得した国の人口順位は，1位

中国，2位インド，3位アメリカ，4位イン

ドネシア，5位ブラジル，6位ロシア，7位

日本である。メダル数が多いアメリカや中国

は，やはり人口も多く優れたスポーツ選手が

多いのも頷ける。ところが，人口2位のイン

ドのメダル獲得総数は1個にすぎない。イン

ドネシアも6個である。日本も人口順位より

もメダル順位の方が低い。日本の次に人口が

多いナイジェリアのメダル獲得数は3個だけ

である。これは，スポーツの才能が人種に

よって異なっていることを示しているのだろ

うか。それとも，別の要因がオリンピックで

のメダル獲得数に影響しているのだろうか。

　ダートマス大学のバーナード教授とカリ

フォルニア大学のビューズ教授は，オリン

ピックのメダル獲得数がどのような要因で決

定されているかを計量経済学的に分析し，シ

ドニーオリンピックの前に，メダル獲得数の

予測を発表した1。

　彼らは，メダル獲得数に対して重要な決定

要因は，一人あたりGDPと人口の両方であ

ることを明らかにしている。しかも，その両

者は，ほとんど同じだけメダル数に貢献する。

つまり，人口が1％増えても，一人あたり

GDPが1％増加しても，オリンピックのメ

ダル数は同じだけ増加するのである。それで，

世界の人口の20％を占める中国が6％のメダ

ル獲得しかできなかった理由が説明できる。

人口2位のインドがメダル1個というのも説

明できよう。両国とも人口は多いが一人当た

りのGDPが少ないのが原因になっている。

しかし，それでは，ドイツやフランスよりも

一
人あたりGDPも人口も多い日本のメダル

数が，ドイツやフランスのメダル数よりも少

ないことが説明できない。

　バーナード教授らは，メダル数を説明する

ために，オリンピック開催国，旧ソ連・東欧

諸国，その他の共産主義国という説明変数を

B。m。，d，　Andrew　B．　a。d　M，gh。・RBusse（2004）・Wh・Wi・・th・OlymPi・G・m…E・・n・mi・Res・u・・es　and

Medal　Totals，”Revieω　ofEconomics　and　Statistics，近刊。この論文は，2002年8月28日のシドニーオリンピッ

クの前に発表されている。http：〃www．andrew．bemard．orgノで，論文を読むことができる。

一 40一



加えるとメダルの予測パフォーマンスが上昇

することを示している。つまり，開催国や共

産主義国は，メダル獲得数を増やすためにス

ポーツ選手などに集中的に資源を投入するこ

とが可能で，そのためにメダル数が増えてい

たというのである。しかし，それでも予測モ

デルのパフォーマンスは十分ではなかった。

日本は，予測の割にはメダル獲得数が少なす

ぎる国になってしまう。

　そこで彼らが考えたのは，一つ前の大会で

のメダルの獲得数比率を説明変数に追加する

ことであった。この意味することは，選手の

育成に時間がかかること，一度育成した選手

はいくつかの大会を通じて活躍できることを

反映している。そして，この一大会前のメダ

ル獲得数という変数は，一人あたりGDPや

人口といった他の変数よりも大きいことが明

らかにされている。一大会前のメダル獲得数

の導入により，日本のメダル獲得数予測のパ

フォーマンスも上昇する。つまり，日本のメ

ダル数が少なかったのは過去に選手を育成し

た歴史がなく，東京オリンピックの遺産もな

くなっているためなのである。ただし，それ

でもアトランタ大会における日本のメダル獲

得数は，予測モデルをわずかに下回っていた。

彼らのシドニーにおける日本のメダル獲得数

の予測値は19個であったが，実際には18個で

ある。アメリカについては，実際の獲得数97

個を的中させている。大幅な予測違いは中国

であった。彼らの予測では49個であったが，

中国は59個のメダルを獲得している。イギリ

スも予想以上に健闘した。予測数18個に対し

て28個であった。

　バーナード教授たちは，アテネオリンピッ

クのメダル獲得数の予測も発表した。それに

よると，日本のアテネでのメダル獲得数は19

個，金メダル獲得数は6個と予想されている。

メダル数1位はアメリカで93個，2位はロシ

アで83個，3位は中国で57個と予想されてい

る。興味のある方は，彼のホームページ

（http：〃www．andrew．bernar．org／）をご覧

頂きたい。日本オリンピック委員会のメダル

獲得予想と経済学者の予想とのどちらが，よ

り正確な予想になるか楽しみである。
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出　生　率

はじめに

　厚生労働省は6月10日に2003年の出生率を

公表した。その中で2003年の出生率が1．29と

2002年の1．32から低下したことが明らかと

なった。国会における年金改革法案の審議過

程では，出生率が2002年の1．32で下げ止まっ

て将来的には1．39まで上昇するとの前提で

あったために，多くの論議が巻き起こった。

前提が崩れたとの批判に対し，瞬間風速で

あって何ら問題はないとの考え方が政府・与

党から示されている。また，改革案成立の約

2週間前にも2003年実績が判明しており，公

表を差控えていたとの情報もあって，データ

隠しとの批判も起こった。出生率はとは一体

どんなものであろうか。また今回の1．29をど

うとらえるべきであろうか。

1．出生率

　一人の女性が一生のうちに平均で何人の子

供を産むかを示すもので，15から49歳までの

女性の年齢層別の出生率を足し合わせて計算

する。正式には合計特殊出生率という（15歳

以下は15～19歳，50歳以上は45～49歳に含

む）。現在の人口を維持するには出生率が2．0

を若干上回る必要があると言われている（一

説では2．08）。合計特殊出生率は，ある年に

おけるそれぞれの年齢階層の女性が産む平均

数を足し上げた数字なため，女子人口の年齢

構成の違いを除いた出生率として，経年変化，

国際比較，地域比較に用いられてきた。いわ

ば特定の年を断面で捉えた静態的な出生率で

あり，これまでの政府の説明でも使用されて

きた数字でもある。

　この出生率は昭和40年代はほぼ2．1台で推

移していたが，50年（1975年）に2．00を下回っ

てからは一貫して低下し続けている（図1）。

2001年は1．33，2002年は1．32となり，長期的

な下落傾向が止り，2002年で底を打つと見ら

れていた。ところが今回公表された2003年実

績は前年から0，03低下して過去最低の1．29に

なった。2003年実績の1．29と2002年実績の

1．32のどちらがイレギュラー数値なのかは，

図1．出生率の推移

50　　　　第1次ベビーブーム

　　　　（昭和22～24年）
4．5

40

35

　　　　　　昭和4陣
30　　　　　　　ひのえうま一一　第2次ベビーブーム

　　　　　　　　　　．（昭和46～49年）25　　　　　　　－一フ
ZO

15

10

05

00
　昭和2225　30　35　40　45　50　55　δ0平成　　7　　1215

　　　　　　　　　　　　　　1
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今後数年間の実績が判明するまで明確に断定

することはできないものと言える。ただし，

グラフで見る限りは，出生率の長期低下傾向

が明確であるかのように見える。2003年実績

を詳しく見ると，15歳から34歳までの4階層

すべてで低下し，特に出生率の高い25～29歳

における低下幅が大幅になっている（表1）。

晩婚化や晩産化の現象が依然として続いてい

るものとみられる。また2003年の都道府県別

の合計特殊出生率を見ると，上位10位は九州

や東北のいわゆる過疎といわれている地方が

表1．合計特殊出生率の年次推移（年齢階級別内訳）

年齢
合計特殊出生率 対前年増減

2001年 2002年 2003年 2002－2001 2003－2002

合計 1．33 1．32 1．29 ▲0．01 ▲0．03

0．0289 0．0298 0．0280 0．0009 ▲0．0018

0．1980 0．1979 α1892 ▲0．0001 ▲0．0087

0．4782 0．4648 0．4491 ▲0．Ol34 ▲0．0157

15～19歳

20～24

25～29

30～34

35～39

40～44

45～49

0．4425 0．4410 0．4334 ▲0．0015 ▲0．0076

0．1659 0．1633 0．1679 ▲0．0026 0．0046

0．0199 0．0213 0の227 0．0014 0．0014

0．0005 0．0005 0．0006 0．0000 0．0001

表2．都道府県別にみた合計特殊出生率：

上位10
順位 2003年 （2002年」順位）

1．72 t76　「　1

2
　
3

沖縄
福島
鳥取

1．54 1．57 2

t53 151 　『8
4 佐賀 1．51 156 3

5
6

宮崎 1．50 t56 4

山形 1．49 1．54 5

7
8

鹿児島
福井

1．49 1．52 6

1．48 151 9
9 島根 t48 152 7

10 熊本 1．48 1．50 10

下位10
順位 2003年 （2002年；順位）

東尿
京都

1．00 1．02 1

2 1．15 117 2

3
4

奈良 1」8 t21 　　一3

大阪 1．20 1．22 4
5 千葉 t20 1．24 8

6
7

北海道 1．20 1．22 5

神奈川 1．21 t22 6

8 埼玉 1．21 123 7

9 福岡 t25 1．29 9

10 兵庫 1．25 t29 10

（15　　愛知　　t32 1．34　　12）

入り，下位10位には東京や大阪など人口の多

い都市圏地域が多い（表2）。主要国で2．0を

上回っているのはアメリカ。ヨーロッパでも

ほとんどの国が日本を大きく上回っている

（表3）。

表3．各国の合計特殊出生率

イ判ス フランス ドイツ
スウェー

デン

イタリア アメリカ 日本

最新 1．63

（0陶

1
．
9
（
0
陶

1．29

（o嘲

1．5フ

（01年）

1．24

（01年〉

2」3

（00年）

1129

（03年）

1980年 1．89 1．99 1．46 1．68 t61 1．84 1．75

1950年 2．ね 2．92 2．05 2．32 2．52 3．02 3．65

1950年以

の最低

1．68

（99年）

t65

（9314年）

1．24

（9姻

1
．
5
（
9
8
鮒

1．15

（98年）

t77

（76年）

129

（03年）

出典：厚生労働省統計情報部『人ロ動態統計』、llDemographic　Yea由。ok”国連などにより

ドイツの2，05は1951年

　出生率の計算方法は，例えば2003年は，15

～ 19歳の女性は平均で0．0280人の子供を産

み，25～29歳では0．4491人，45～49歳では

0．0006人。そして各年齢階級における出生率

を足していくと，1．29となる（表4）。これ

が今回発表された出生率であり，「期間合計

特殊出生率」という。

表4．期間合計特殊出生率

柳3年 19フ8年 Il983年 1988年 臼993年 1998年 2003年

Z14 1．79 1．80 t66 1146 138 1129

0．0238 0．0173 0．0223 0．0187 0．0183 0．0225 刀280

0．5549 0．4232 0．3546 0．2618 0．2119 0．1942 0．1892

1．0299 0．9345 0．9267 0．7972 0．6283 0．5278 04491

15～19歳

20～24

25～29

30～34

35～39

40～44

45～49

0．4250 0．3411 0．4120 0．4693 0．4667 0．4732 0．4334

0．0935 α0664 0．0760 0．0987 0．1198 0．1485 0．1679

0．0127 0．0088 0．0087 0．OlO3 0．0130 0．0173 0．0227

0．0006 0．0004 0．0003 0．0003 O．0003 0．0005 ．OOO6

　出生率にはこの他に「コーホート合計特殊

出生率」があるが，国際比較や政府のこれま

での政策の前提として使われてきたのが「期

間合計特殊出生率」である。コーホート合計

特殊出生率は，各世代の女子一人が50歳にな

るまでに産む子供の平均数で，数表を階段的
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に足した出生率ということになる（表5）。

例えば，2003年に45～49歳の女性の出生率は

0．0006。彼女達が40～44歳であった1998年で

は0．0173，35～39歳であった1993年は0．1198

…
と30年前までさかのぼって出生率を足して

求められる数字がコーホート合計特殊出生率

となる。同世代の女性を49歳になるまで一括

りにして，一生で平均何人の子供を産むかと

いうことを意味し，実態に近い数字と言える。

しかしこれは，対象世代が50歳になるまで実

績が得られない。今回の出生率低下の発表に

際して，急に高度に専門的なコーホート合計

特殊出生率の数値1．98がマスコミ等で流れて

いた。しかし発表された1．29とは単純に比較

できない数値であり，諸外国の数値とも比較

検討できるものではない。

表5．コーホート合計特殊出生率

㎜ 1曜1㎜
（15～1臓）

隅
翻
懲4）

0．4693

・4　α11署、0173

1銘’　　　　些
1010173

α3546

〔15～19歳）

隅
翻
綴，）

＼蹉㎜　
①　　　　α0227

（15～19歳）

（20～24）

（25～29）

（30～34）

35～39

（40～44）

（45～49＞

O．0223

0．2618

0．6283

0，4732

点で重要であるが，出産適齢期とも言える20

～
24歳，25～29歳，30～34歳の各年齢層で長

期にわたって低下傾向が続いていることの方

が，さらに重要といえる。いわゆる晩婚化，

晩産化の傾向が顕著に表れており，少子化の

現象が進展している。平成15年の平均初婚年

齢は，夫29．4歳，妻27．6歳で，それぞれ前年

から0．3歳，0．2歳高年化している（表6）。特

に妻は平成4年以降着実に上昇を続けている。

表6．平均婚姻年齢の推移

全 婚姻 初 婚

夫 妻 夫 妻一
歳 歳 歳 歳

昭和50年 27．8 25．2 27．0 24．7

55 28．7 25．9 27．8 25．2

60 29．3 26．4 28．2 25．5

平成2年 29．7 26．9 28．4 25．9

3 29．6 26．9 28．4 259

4 29．7 27．0 28．4 26．0

5 29．7 27」 28．4 26．1

6 29．8 27．2 28．5 26．2

7 29．8 27．3 28．5 26．3

8 29．9 27．5 28．5 26．4

9 29．9 27．6 28．5 26．6

10 30．0 27．7 28．6 26．7

11 30．2 27．9 28．7 26．8

12 30．4 28．2 28．8 27．0

13 30．6 28．4 29．0 27．2

14 30．8 28．6 29．1 27．4

15 31．2 29．0 29．4 27．6

1．55

O．1679

2．晩婚化，晩産化，人ロ減少

　1．29という数値が意味することは，出生率

の低下傾向に歯止めがかからなかったという

また初婚の妻の年齢別の婚姻件数の構成割合

（シェア）を10年ごとにみると，割合が最大

になる（ピーク）年齢が次第に高年齢化し，

またその割合も少なくなっている（図2）。

さらにピーク年齢より高年齢の初婚割合が増

加している。つまり晩婚化傾向を顕著に示し

ている。この点からも，出生率の低下・少子

化の波が依然として続いていることがわかる。

出産適齢期年齢の女性の出生率が低下し，晩

婚化が進展すれば，少子化の波が本格的に押

し寄せて，人口減少のペースが速まる。日本

の国としての成り立ちに様々な悪影響が及ん

でくる。社会保障・人口問題研究所の推計に
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図2．初婚の妻の年齢（各歳）別婚姻件数の割合
oo
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i主：各届出年に結婚生活に入ったもの．

よると，日本の人口は2006年の1億2，774万

人をピークに減少へと転じ，2050年には約1

億人，2100年には6，400万人まで減少すると

見込まれている（図3）。総人口が減少する

だけではなく，若年齢層と生産年齢層の急激

な減少と老齢人口の急増が起こり，かなりい

びつな人ロピラミッドになる。老齢化比率も

現在の2倍以上に達すると推計されている

（図4）。

　以上のような状況は日本の国家にとって大

きな問題を投げかける。少子化による人口減

少，高齢化にともなう高齢者の増加は社会経

済面に多面的な影響を与える。人口構成の変

図3．日本の人ロ推計
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図4．人ロピラミッド：2000年と2050年推計
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化は国内消費構造の変化をもたらし，伸びな

い産業・伸びる産業などのまだら模様の産業

構造をもたらす。また個人消費・設備投資・

労働力・貯蓄率などマクロ経済の重要ファク

ターの縮小・減少を引き起こし，経済そのも

のが小さくなっていく。また税収減が起こる

一方で社会保障給付の増大や歳出の増大が起

こり，財政赤字がさらに拡大する。マイナス

成長を享受しなければならない時代が足音を

ひそめて近づいている。

　出生率そのものの低下や実績公表の「後出

し」などを問題視するばかりではなく，出生

率低下の構造やその要因，その影響などにつ

いて，じっくりと議論して，対応策を検討し

て早急に対策を実行していく必要がある。政

争の具とするのではなく，国家の将来を規定

する人口問題そのものの重要性をもっと我々

も認識することが重要と思われる。

【データ・資料出所：

　　　　　厚生労働省公表の統計，資料より】

　　　　　（担当：主任研究員　矢辺憲二）
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自動車の新しい販売戦略

醜
鴎
　
腿
順
謹
顧
謹

翼∴慧テ乍エス賂酷　　　1箭一！1甲四　闇　　　　　　、’脚　　　■一．　　一。一・・，幽瞳睡盛碓魑　鴨．一一…・

　　　　　　　　　　　　一鼻
　　　　　　　　　　　超

り一量一ア」レ瞳ついで

キュ黒七ツクカ鼎ドの呪∵　　　　　　　　　　贋
　　　　　夙・浬、：』　　　　　　「　　　ぐ　　　　　　1陣層闘職r駈　零

晦∴趨㌦㌔㌦
1． はじめに

テイーエスキュービックカードは2001年4月1日（日）の発行開始以来、ドライビング・ファイナンシング・ライフスタイルの3つ

の側面からお客様の生活をCUBIC（立体的）にサポートしていくことをコンセプトにご利用いただいています。

この度、より便利により使いやすくポイント制度を全面改定し、

さらにゴールド付帯サービスの強化・カード券面のデザインを

リニューアルし、2004年9月8日（水）から新しく生まれ

変わります。

司　一
　　竪讐鍾11s…脚「く

一ρ

　　嗣瀦　r麗　　　輔

酵一一㈱．。，。

一
　　　　　　　　　　　　　宣．‘ロ・　，一　　　．

2． リニューアルの狙い

リニューアルの主な狙いとしては、お客様からのご意見・ご要望および販売店からのご指摘も参考に、「これまで

以上にお客様絆強化のッールとして車両・サービスの販促に役立つよう機能強化」することです。具体的には、

「帰属会員の活性化」「高ロイヤリティ会員の育成と定着」を図るために、販売店の全商品に還元対象を拡大

してキャッシュバックしやすくすることにしました。これによって販売店への来店を促進し、また販売店での

カード利用の拡大を目指しています。

また、今まで入会・利用促進が困難であった若年・女性層にもアピールできるよう、いつでもたまったポイントを

還元できる商品交換プログラムの追加をすることによって、より幅広い層への訴求を目指しています。

3． リニューアルの内容詳細

（1）ポイント制度がリニューアル

■ポイント還元対象商品が拡大

「　　　　　　　現行制度　　　　　　　　、
〆 　　　　　　　　　　　　　、リニューアル後

トヨタ・ダイハツ・日野の販売店でのおクルマ購入時、

法定点検実施時、カーナビ・ETC車載器購入時、
トヨタレンタカー利用時、トヨタホーム購入時など

レレ
トヨタ・ダイハツ・日野・ジェームス

の販売店全商品が対象に。（保険商品は除く）

＼　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ k ノ

■専用クレジット端末により、カード決済と同時にキャッシュバックの手続が可能に（トヨタ、ダイハツ、ジェームスの店頭のみ〉
、 〆　　　　　一　一　　　　一 一　　一　　　　　　ゴ　　　　　　　　　　　　　　　　　、

「　　　　　　　現行制度 リニューアル後

■手続方法

還元手続書のみ

■還元方法

レレ
■手続方法

■還元方法

専用クレジット端末、即時売上入会申込書、還元手続書

振込のみ 利用代金明細書上でカードご利用代金と相殺
k　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ k ノ

※還元手続書の場含は、相殺もしくは振込を指定できます。

■いつでも、魅力ある商品に交換できる「Cubic Premium」をご用意
〆　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、 〆 一　一一一　一一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、

1　　　　　　　現行制度 リニューアル後

ポイントは、「キャッシュバック」
レレ ポイントは、「キャッシュバック」「JALマイレージバンクに

マイル登録」に加え、いつでも選りすぐりのアイテム
「JALマイレージバンクにマイル登録」

に交換できるコースが新登場
k　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ 、

ノ
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■ポイントの付与率・還元率がシンプルに
　※ポイント付与率は．ドがりますが、還元率は上がりますのでポイントの価値は変わりませんtS

〈ポイント付与率の変更〉

現行制度

一般加盟店では1．000円で15ポイント

エクストラ・ポイント・ショップでは1，000円で30ポイント

））
リニューアル後

一般加盟店では1，000円で10ポイント

エクストラ・ポイント・ショップでは1，000円で20ポイント

〈ポイント還元率の変更〉

車両購入・リース／

　　住宅購入

　車検
特定用品

法定点検
レンタカー

　その他
用品・サービス

帥レレ

帥レレ

》レレレ

レレレレ

〆

　　　　　　　　　　、リニューアル後

〔1ポ・・トー・・円　〕

　　　　　　　　　　　　、

　　　1ポイント＝1円

　一　一　胃　一　■　一　一　　　一　一　一　一　一　一一　一　胃　一　一　、｛翫輔上げ　i　噛　一　一　需　一　9　－　一　一　　一　層　一　一　＿　＿　一　＿　r　冒　一

k ノ

（2）ゴールドカード付帯サービスの強化

■トヨタらしいクルマ関連などのお得なサービスの追加

　●ETCカードの年会費（525円）が永年無料
　　（個人会員が対象、法人会員は対象外）

　●JAFでロードサービスを受けた時に実費負担分を最大1万円（年1回）までサポート
　　（JAF年会費は対象外）

　●「JOMO」でのガソリン代割引サービス：1リットルあたり2円をカードご利用代金請求時に割引
　　（キャンペーン期間：2004年9月一2005年8月末）

　●ポイント還元の上限を廃止

■トラベル＆エンターテイメントサービスの充実

　●高級飲食店、ホテル、旅館の特別優待

　●女子プロゴルファーとまわるプロアマコンペの開催（年2回）

　●「高級」かつ「お得」なオリジナルツアーなど

　●ティーエスキュービックカード会員向けトラベルセンターにッアーを申し込むと特別ポイントをプレゼント

；．最後に

商品改定にあわせ新聞等を中心としたマス広告およびアウターキャンペーンを9月から実施することによりカード

会員の拡大を図る予定です。

今後さらに、カードを通じて販売店をご利用いただくお客様の満足に貢献するよう、取組を推進していきたいと

考えております。

（担当：トヨタ自動車（株）国内マーケティング部）
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「歴史の使い方」

堺屋　太一（さかいや　たいち）著

講談社　刊　1680円（税込）

　歴史というと，かなり昔になってしまった

学生時代のことを思い出す。中学・高校の時

に，定期テストのために一夜漬けして「憶え

た」シーンがよみがえる。仏教伝来は「ごさ

んぱい」で538年，鎌倉幕府ができたのは

「いいくにつくろ」で1192年…　。歴史が

嫌いな人は意外と多いのではないだろうか。

試験対策のための記憶だけが目的だったから

であろう。

　最初に著者の問題提起と歴史との接し方が

述べてある。理屈抜きに史実のドラマを楽し

み，そのおもしろさに浸ることが第一歩。そ

して事件や人物について詳しく調べ，少し威

張ってみる。第三段階は歴史を疑い，歴史の

空白を疑ってみる。歴史は結果を変えること

はできない。しかし，後世からみて興味ある

ことのみが記述されており，歴史に生きた

人々の思い悩んだ事柄の大半は消されている。

記述の空白を想像するのも歴史の楽しさでも

ある。

　「賢者は歴史に学び，愚者は体験に従う」

とはビスマルクの言葉であるが，人間は成功

体験に溺れやすく，危機経験に脅え続ける。

成功体験には警戒して，失敗の経験こそ活か

すべきなのだ。高度成長の成功体験とバブル

崩壊の失敗経験を持つ今の日本は，歴史を知

り歴史に学ぶべきであろう。歴史に学ぶとい

うことは，歴史を使って現代を判定すること

であり，歴史を真似することではない。歴史

は繰り返すわけではない。

　歴史を「知る」「楽しむ」「練る」「企てる」

「穿つ」「合わせる」「活かす」といった七つ

の使い方を，具体的な史実を交えながら解説

している。例えば「関が原の戦い」が「企て

る」例として出てくる。実力副社長である徳

川家康に一介の企画部長である石田光成が反

旗を翻した戦であったと解説している。ビッ

グプロジェクトは「偉い人」の声かけで始ま

ることが多いが，関が原の戦いは「偉くない

人」が大事業を起こす先駆けとなった。ボト

ムアップは関が原に始まったのである。光成

は緻密なプロジェクト・メーキングをしたが，

そのプロデュースに失敗した。堺屋氏はこの

関が原の戦いから多くのことを学び，大阪万

博の成功のために様々な仕掛けを入れたと述

懐している。また歴史を「穿つ」ことのおも

しろみを述べている。歴史常識を疑ってみる

と，歴史をおもしろくし，理解し活用するこ

とにも役立つという。

　この本は，「さすがに堺屋太一氏だ」，「歴

史は結構おもしろい」と思わせてくれる内容

で，厚い本であったが，一気に読むことがで

きた。
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「カタツムリが、おしえてくれる！」

自然のすごさに学ぶ、究極のモノづくり

赤池　学　（あかいけ　まなぶ：

　　　　　ユニバーサルデザイン総合研究所所長）

金谷　年展（かなや　としのぶ：

　慶応義塾大学大学院政策メディア研究科助教授）共著

ダイヤモンド社　刊　1680円（税込）

　20世紀は資源エネルギー消費の急激な拡大を伴

う科学・技術によって文明が発展した。そして21

世紀になった今，地球規模の環境問題にさらされ

ている。この状況を打開するのが，自然に学び自

然を活用した技術「ネイチャー・テック」である。

この技術は，持続可能な自然素材を使い，従来の

人口素材を上回る性能をもち，ライフサイクルで

環境負荷を著しく低減する技術と定義される。ま

た「生命模倣技術」も含まれる。従来のものづく

りからネイチャー・テックによるものづくりへの

転換が急務となっている。この本は，その先進企

業INAXをモデルに，ネイチャー・テックの本質

義幽γ繍艦肇灘《灘
　　　　鋤威、、、

カタツムリか

おしえ翼く駿麹

醜の騨輪驚翻　伽

赤池掌金餐年康

轡
　

纏
繋

と課題を探っていこうとするものである。なかで

も「カタツムリと白アリが地球を救う！？」が興味

深い。いつもツヤツヤとして汚れないカタツムリ

の殻の構造を模倣してINAXは住宅の外壁やキッ

チンシンクやトイレに防汚技術を採用した。また

今後期待されている「水素」の製造に，住宅の土

台や柱を食べる「白アリ」の体内にある特殊な細

菌を使う研究が進んでいるという。また熱帯地域

にある白アリが作った「アリ塚」の高度技術に似

た住宅もできているという。悪者の白アリもネイ

チャー・テックでは地球の救世主となるらしい。

「あいさつの教科書」

挨拶教育研究会

　　　　　（あいさつきょういくけんきゅうかい）著

中経出版社　刊　1260円（税込）

　著者となっている研究会はビジネスマナーや接

客のサービスなどを研究し，講演，企業研修，

コーチングなどを担っているグループで，メン

バーは，人材開発コンサルタント，専門学校講師，

企業の人事・教育担当者などから構成されている。

　一瞬，短い言葉を交わすだけに見えるあいさつ

にも，心の交流が起こっており，運を切り開く魔

法の扉がそこにあるという。他人に意志を伝える

には，あいさつは必ずしも必要ではないが，それ

自身が明確な内容や目的を持たない言葉だからこ

そ，あいさつをする人の「心」がそのまま表面に

表れ，「心の内側」がはっきり見えてしまう。良

いあいさつは，相手に「いい『気持ち』をもらっ

た」と思わせることであり，「感謝している」「会

えてうれしい」といった気持ちを短い言葉にこめ

ることができる。家庭，学校，近所，職場などの

場面ごとの「あいさつ基本形」が紹介され，ビジ

ネスで使う基本あいさつ，仕事力アップのための

あいさつ，冠婚葬祭のときのあいさつなどが平易

に解説されている。
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産政塾報告（第3回）

「愛知のお国自慢・…

あなたはなんだと思いますか？」

懸

中部電力労働組合本部

　倉　沢　範　行

1．はじめに

　「愛知が全国・世界に向けてアピールでき

ることって何だろう？」この素朴な疑問から，

われわれのグループの企画は始まった。

　「自動車産業を始めとし，あらゆる技術力

は自慢できそうだ。」「いやいや，行政の各施

策なんかをみると，一見けちけち進めている

ように見えるが，それこそが今や全国のベー

シックではないか。」などなど様々な意見が

出された。

　「それならば，愛知における2大イベント

である愛知万博と中部国際空港の建設現場に

行って，何が自慢できるのか体で感じてこよ

う。」ということになった。

2．愛知万博建設現場

　4月22日（木）天候は晴天で4月としては

かなり暑くなる予報であり，半袖のメンバー

が多いことに気づく。今夜の飲み物はさぞか

しおいしいことだろう。

　三回目ともなると，メンバーもお互いに打

ち解けあった様子で，名古屋駅で移動バスに

乗り込み和やかな雰囲気の中，一路愛知万博

会場のある長久手方面へと向かった。

　長久手会場入口は一箇所であり，多くの大

型車両が出入りしているため，車両の入退管

理は大変であると感じた。

　会場入口で本日，愛知万博会場のご案内を

いただく国際博覧会協会の事業企画本部国内

出展担当金野さんと合流し，会場内の地球市

民村という建物に移動したうえで，まずは会

場全体の模型を使ってご説明をしていただい

た。

　開催期間は平成17年3月25日から9月25日

までの185日間であり，その間の来場予定者数

は1，500万人を見込んでいるとのことである。

　平成2年に大阪で開催された花と緑の博覧

会は，入場目標者数2，000万人に対し，入場

実績が2，312万人であったとのことであるが，

愛知万博会場は当初計画に比べ縮小された経

緯や，会場の制約などから，大阪博覧会と比

較し若干少なめに見込まれているとのことで

あった。

　金野さんのご説明の中で最も印象的であっ

たのは，愛知万博のテーマが「自然の叡智」

であることから，万博終了後は原則として原

形復旧するというものであった。
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　説明に耳を傾けていた参加メンバーからは

「もったいない」といった声も漏れたが，そ

れだけに，新規に建設するパビリオンや，来

場者の道として会場の中心を楕円形に走るグ

ローバルループの他は，極力現行の施設を流

用するなどの工夫がされているとのことで

あった。

　また，このご説明の中では，質疑の時間も

設けられ，参加メンバーからは次のような質

問が出され，ご回答いただいた。

①　長久手会場と瀬戸会場を結ぶゴンドラや

　会場内を走るIMTSバスは有料か？

　→有料です。

②来場したときの食事はどこで取るのか？

　→グローバルハウスならびに外国館におい

　　て食事ができるよう検討を進めています。

　　なお，基本的には会場内施設で食事は

　　とっていただきたいのですが，遠足等も

　　想定されることから，弁当の持込も可能

　　です。

③外国館における出展は，どの国に対しア

　プローチをかけているのか？

　→現在アジア各国を中心にアプローチをか

　　けていますが，特に2010年に上海での万

　　博が計画されていることから，中国に対

　　し精力的に参加を呼びかけています。

④　愛知としてPRはどの施設で実施するの

　か？

　→愛知県館において愛知のみならず，中部

　　の民族・文化のPRをする予定であり，

　　屋台村も出す計画です。

⑤本当にマンモスはくるのか？

　→？

　その後会場内にある2ヶ所の展望台に移動

し，現場の建設状況について改めてご説明を

いただいた。

　グローバルループはほぼ形になってきてい

るが，9箇所予定されている民間パビリオン

は，半分が建物の形になったという段階で

あった。

　各建設現場では多くの大型車両が通行し，

また多くの作業員の方々が作業に従事されて

いたが，定期的に連絡会議が開かれており，

綿密な打ち合わせがなされていることから，

着工以来災害は発生していないとのことで

あった。

　丁寧にご説明していただいた金野さんにメ

ンバー全員でお礼を述べ，再び移動バスへ乗

り込んだ一行は，次の視察目的地である中部

国際空港建設現場へ向かった。

3．中部国際空港建設現場

　中部国際空港建設現場の視察は，空港島に

渡る前に，空港連絡道路手前のセントレア館

情報コーナーに集合し，係の方から事前説明

を受けることから始まった。

（ちなみにセントレアとは，日本の中心〔CEN－

TRAL　JAPAN＝中部〕にある空港〔AIRPORT〕

という意味が込められています。）

　中部国際空港は平成17年2月17日開港で建

設が進められているとのことであり，先ほど

視察した愛知万博に十分間に合う計算である。

その他にも24時間離着陸できる空港であり，

搭乗ゲートも22本（名古屋空港は12本），

チェックインもインライン方式によりスムー

ズになるうえに，レストラン街にはちょうち

一 51一



ん横丁なども設けて充実を図る計画であると

のことであった。

　特に興味深かったのは，滑走路が国内トッ

プクラスとなる3，500mあるにも関わらず，

世界の飛行機の技術が今後進歩し，滑走路を

延ばす必要が生じた場合も想定し，4，000m

まで延長できる用地を確保してあるというも

のであった。

　このあたりにも，やり直しが利き，なおか

つ将来ビジョンが明確になるまでは無駄な投

資はしないという愛知の県民性が見え隠れす

るような気がした。

　その後バスに乗り込み，空港連絡道路を渡

り，空港島へと渡った。

先ほど情報コーナーでご説明を受けたが，実

際に現場を目の当たりにすると，その巨大さ

に圧倒された。

　大型トレーラーが我々の近くを通過したが，

そのタイヤの直径は1．9mもあるとのことで

あった。

　何よりも驚かされたのは滑走路の長さであ

る。滑走路の端に設けられている地上5階ほ

どの高さの展望台に案内され，そこから滑走

路全体を見渡したのだが，向こうの端がかす

んで見えた。（余談だが，この展望台に登る

際，上を歩いている人が下から丸見えなので，

女性の方はスカート厳禁＝事務所で事前に教

えてくれます。）

　また，敷地内には滑走路で使用する生コン

のプラントや，汚水処理場，変電所が建設さ

れており，何もかもスケールが違うことを思

い知らされた。

　このように一見全てがゴージャスに建設さ

れているように映るものの，民間企業に入札

する際は，純粋に価格勝負であり，地元企業

は実は少ないこと，また，環境面を配慮し，

砂埃が他の地に舞ってしまわぬよう，トラッ

クのタイヤ洗浄用のプールを設けたり，海に

仕切りを設けるなどの配慮がなされているこ

となどのご説明を受け，見えない部分でご苦

労されていることを知った。

　空港連絡道路を渡って帰る際，連絡道路の

橋の色（一見黄色）は，日本の文化を大切に

するため，からし色になっているというご説

明を受け，我々の視察は終了した。

4．視察を終えて

　現在の愛知における2大プロジェクトの現

場を視察し，愛知のお国自慢は以下のもので

あるとの結論に至った。

①　万博現場のIMTSバスやリニアモーター

　カーや，空港現場の建設手法などに見られ

　る技術力

②愛知万博の極力現状の施設を利用した建

　設計画や，空港現場の砂埃対策に見られる

　環境への配慮

③両現場を通じて見られる，極力繰り返し

　工事はしないというコストダウンの姿勢

　この他に私としては，「愛知の文化」とい

う観点を持って視察に臨んだのだが，建設現

場ということもあり，その部分は現段階では

見えづらいものであったと考える。

　この課題は来年までとっておき，万博開催

後および空港開港後に実際に自ら出向き，自

らの答えを見出したいと考える。

　　　　　　　　　　　　　　　以　上

一 52一



「浮上の予感！

北海道・札幌」

アイシン労働組合

洲　崎　浩　一

◆はじめに

　最近，毎日のようにメディアに取り上げら

れ，関心を集めている経済・社会問題と言え

ば，“元気な愛知・名古屋”特集など，「地方

経済」の話題。伝統ある一流・巨大企業で

あっても見失いかねない「企業倫理」の問題。

そして，プロ野球「パリーグ」存続可否の問

題。この3つではないでしょうか？　北海道

へ行こう！から始まった第4回産政塾の訪問

先は，逆風の中，「北海道経済」の活性化に

取組む“道庁”。「2つの事件」をきっかけに

企業体質の変革を図った“雪印乳業”。そし

て「北海道日本ハムファイターズ」を誕生さ

せた“札幌ドーム”。の3カ所です。

　チケット手配の直前まで企画立案に四苦八

苦していたとは思えない，有意義な内容にな

りました。

◆天然芝移動式サッカーフィールド

　　　「ホヴァリングサッカーステージ」

2002年日韓共催のサッカーワールドカップ

も行なわれた札幌ドーム。コンサドーレの試

合などサッカーでは天然芝ステージがエアで

浮いて屋内に移動し，野球の時は屋外に運び

出され，人工芝が敷かれるという，野球・

サッカー2チーム共用のフランチャイズスタ

ジアムです。世界初のドームの天然芝。素人

には同じにしか見えない芝生も，種類・特徴

は様々。札幌ドームに適した芝を選定するま

でには試行錯誤があったとのこと。また気候

条件の厳しい北海道では，維持管理・育成に

対し，相当な神経とエネルギーを費やしてい

るそうです。ドーム設備部の担当者の皆さん

が時間を忘れて語ってくれた真剣さには，芝

生への愛情すら感じられました。仕事に愛情

を込めることって大切ですね。

◆「北海道日本ハムファイターズ

　　　　　　　　　　　　誕生秘話」

　スタジァムの一角の飲食コーナーの客席で

は，「日本ハムファイターズの移転に伴う経

済波及効果」をテーマに島津取締役事業部長

さんによるミニ講演会が行なわれました。

ワールドカップの誘致には成功したものの，

その後のドーム運営においては，維持管理コ
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スト吸収など，難しい問題が残ったようです。

これを打開すべく，プロ野球の球団誘致に大

胆かつ地道に取組んだこと（野球は収益が安

定！）。球団が日本ハムに決まるまでの経緯

（オリックス，ヤクルト，西武なども可能性

はあった？）。新庄選手獲得効果の大きさ

（ファン急増！）。これらについて裏話も交え

ながら語っていただきました。ちなみに開幕

後もファン拡大が続いており，また順位の上

昇にも期待感が持てる明るい状況だそうです。

　企業の出会い・縁を生むには，誠意や情熱，

信頼関係がいかに大切であるか，一人のス

ターの影響がそれほど大きいものか，等々，

多くを感じることができました。事業部長

直々の登場に驚きましたが，札幌ドーム立上

げの際，名古屋ドームに学んだという過去の

いきさつからか，愛知からの訪問者・産政塾

に，親しみを覚えるとのこと。ここにもまた

縁を感じた私たちでした。

◆「明日は我が身」

　　　　対岸の火事ではない！

　雪印乳業では，2000年の食中毒事件，2002

年の子会社による偽装事件という2つの経験

をきっかけに，消費者重視経営を目指した

「新生・雪印乳業」に取り組んでいます。

1，500名規模の企業がわずか数カ月で解散に

追い込まれるという，消費者の信頼を失うと

いうことの怖さを改めて認識しました。塾生

も「対岸の火事ではない」と気の引き締まる

思いでした。

　資料館と牛乳工場の見学した後，（見学後，

会議室でいただいた出来たての雪印アイスク

リームで少し気分をほぐしながら），岡田コ

ンプライアンス部長さんからお話をうかがい

ました。社内的には，社員アンケートなどの

ヒアリング活動，社外的には企業倫理委員会

の提言，等々，社内外からの声を真摯に受け

止める中で，新企業理念・行動基準を策定し，

取り組みを進められてきたとのこと。「社外

の視点による経営」として，社外取締役の招

聰や，お役様センター・モニター，酪農家と

の対話の推進。「現場主義」の徹底。トップ

の重要課題としての「リスクマネジメント」。

「企業倫理の取り組み」（企業倫理委員会，

雪印乳業行動基準）これらの粘り強い取り組

み状況について，踏み込んだ内容まで語って

いただき，全員が熱心に聞き入りました。社

員アンケートで，「行動基準」を読んだ社員

が99，5％。意識と行動の変化を実感した社員

が86．5％に至るまで浸透したという結果には，

後の塾生討議の中でも「羨ましい」という声

があがりました。組織の行動基準や方針を，

みんなに読んでもらうこと，末端まで浸透さ

せることの難しさは，会社・組合・自治体ど

この世界でも同じようです。

◆北海道は「何で生きていくのか」？

　道庁で説明いただいたテーマは，経済部の

「産業活性化プログラム」，「一村一雇用おこ

し支援」知事政策部の「産消協働」（地元の

生産物・サービスを地元で消費する運動），

企画振興部の「道州制の取り組み」，の4テー

マです。席についた途端，資料の分厚さに一

瞬クラッとしましたが，要点を絞った見事な

説明のお陰で何とか着いていくことが出来ま

した。

　厳しい経済情勢の中，元気な企業が少なく

また道内の地域間格差という課題も抱えるな

がらも，試行錯誤しながら取組んでいる前向

きな姿勢が感じられました。やはり「観光」
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「農産物・水産物」で生きていくのかな，と

いう従来からの北海道の強みを生かしながら

も，様々な方向性を模索しているようでした。

◆おわりに

　訪問先3カ所に共通して感じたのは，それ

ぞれの訪問先の皆さんの誠実な対応です。学

ぶべき立場は私たちであり，年齢的にも若輩

ものであるにも関わらず，実に丁寧な対応を

していただきました。そして苦しく悩ましい

環境にあっても，希望を持って，何とか向上

していこうという思いを持ち続けることの大

切さ。一時は断念かと思われた，我がグルー

プの北海道企画ですが，行って良かったと本

当に思える会合でした。訪問先，産政塾，お

よび塾生の出身職場，関係者のみなさん，あ

りがとうございました。
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［漿． 産政塾報告（第5回）

「保父体験

～時にはママの
　　　気持ちになって～」

第15期Eグループ

1．はじめに

　合計特殊出生率（女性のある1年間の年齢

別出産パターンを一生の間の出来事とみなし

た場合の平均子ども数）が2．08人を下回れば

親世代よりも子世代の数が少なくなり，やが

て総人口は減少へと向かうと言われている。

　今や日本の合計特殊出生率は1．29（2003年）

にまで落ち込み，今のままでは日本の総人口

は2006年の1億2，774万人をピークに，2050

年にはおよそ1億人に，2100年にはおよそ

6，400万人にまで減少することが見込まれ，

将来への深刻な影響が懸念されている。

　6月24日の第5回産政塾では，社会全体が

協同して対策を進めていくことが求められて

いる少子化の問題を取り上げ，「認可保育

所」「企業内託児所」の見学や，保育士の体

験を通じて，企業人・家庭人，また社会の一

員として，少子化対策や次世代育成支援等に

ついて考えた。

2．豊田市立竜神保育園での保育士体験

（1）保育園の紹介

　今回お世話になった竜神保育園は豊田市内

46番目の保育園として昭和49年に開園された。

その後平成12年に全面改築，平成13年からは

乳児保育も開始され，現在0歳児から5歳児

まで9クラス約150名の子どもたちと約30名

の職員とが，自然に恵まれた環境の中で元気

いっぱい生活している。

②　保育士体験

　朝9時，一日保育士としてのわれわれ約20

名は，真新しい講堂で子どもたちの笑顔と歌

声に迎えられるところから始まった。
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　普段と違い小さな子どもが相手とあって，

初めはややぎこちなくこわばった笑顔で挨拶

をしていた塾生も，各クラスに分かれて子ど

もたちの容赦のない手荒い歓迎を受けながら

元気に遊ぶ（遊んでもらう）うちに，緊張感

もほぐれ心からの笑顔に変わっていった。

　幼児クラスでは，プールに室内遊び，給食

の準備に片付け，昼寝の寝かしつけ，おやつ

等，また乳児クラスではミルクに，抱っこや

おんぶをしながらの寝かしつけ，オムツ交換，

戸外遊び等，息をつく暇のない保育士の仕事

を体験した。我々にわか保育士達は元気いっ

ぱいの子どもたちに囲まれてヘトヘトになり

ながら，保育士のみなさんの仕事のたいへん

さを実感するとともに，個性豊かな子どもた

ちを上手に指導するその力量に心から感服し

た。子どもの保育指導の考え方や手法は，会

社における人材育成や教育に応用できる点が

あると感じた。

噸
＆巌

灘欝饗
論　　撚鋼

、＿霧

園長の近藤先生

噸穐　、轍
糊纒　　謬

（3）保育士のみなさんのと懇談会

　子どもたちの昼寝の時間を利用して，園長

の近藤先生をはじめ保育士の先生方と我々塾

生とで車座になって懇談した。

　一日保育士として子どもとの時間にどっぷ

り浸かりたいへんさを実感した我々は，普段

仕事に追われ，しっかり考えることの少ない

家庭での育児についても園長の近藤先生や他

の保育士の先生方と意見交換でき，企業人で

あるだけでなく家庭人として大切な役割を

担っていることを改めて考える機会となった。

〈産政塾「保父体験」について後日発行の竜神

保育園「たつの子つうしん」より〉

　本気で遊んでくれる保父さんたちに、（子ど

もたちは）心を開き自分を十分出していました。

保父さんたちの真剣なまなざしと遊びを一緒に

楽しもうとする熱意に子どもたちも大喜びでし

た。

　人とかかわる力が弱くなったといわれる時に、

いろいろな人と触れ合い、心を通わせながら過

ごせたことを大変うれしく思います。

　子どもたちは、多くの人々に支えられ育てら

れていることを実感した一日でした。

　午後3時30分、すっかり仲良くなった子ど

もたちの「明日も来るの？」という声に後ろ

髪を引かれながら、次の見学先であるトヨタ

自動車㈱の企業内託児所へ向かった。
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3．トヨタチャイルドケア

　　　　　　「ぶうぶランド」見学

（1）ぶうぶランドの紹介

・トヨタ自動車㈱がこれまで取り組んできて

　いる「多様性（ダイバシティ）」尊重の一

　環として，女性が活躍できる職場環境を整

　えるために2003年に発足。

・仕事と育児を両立していきたいという従業

　員が安心して働きつづけることができるよ

　うニーズに合致した高い利便性の確保を運

　営のねらいとしている。

（2）従業員の要望が強く運営に生かされてい

　る内容

　①時間的融通性：

　　　　残業や出張時に非常に困るという意

　　　見から最大22時30分まで託児可能に。

　②祝日対応：

　　　　トヨタ自動車㈱の会社稼働日に合わ

　　　せて開園

　③子どもの病気時の対応：

　　　　一般の保育園では多少の発熱だけで

　　　も預かってもらえず親が会社を休む必

　　　要があることから，体調不良時の対応

　　　要望が強く看護師を常駐させ体調不良

　　　児用の部屋も用意。

（3）施設概要

施設名称 トヨタチャイルドケアぶうぶランド

開園日 2003年3月31日

施設定員 25名

対象年齢 0歳（産後8ヶ月以上）～小学校就学前

利用資格者
トヨタ自動車㈱従業員

（但し配偶者が常態として子を養育できない場合に限る）

開設時間 7時30分～最大22時30分（通常18時30分）

開園カレンダー トヨタ自動車㈱会社カレンダーに基づき開園（月一金曜）

その他提供サービス
体調不良児保育（看護師常駐）対応

給食・おやつ・補食等（※希望者のみ）提供

（4）施設見学の所感

　約300坪の天然芝の園庭と床暖房やクッ

ション床材を備える施設は，快適そのもの。

施設の運営は豊富な育児ノウハウを持つビ

ジョンに業務委託しており，子どもの状態も

安定しているとのこと。また子どもの汚れた

衣類などを園内で処理できるよう洗濯機・乾

燥室も完備するなど，親の負担を軽減させる

姿勢が徹底できており，至れり尽せりの施設

と感じた。

　ここまでの施設を単独企業が所有すること

は負担が大きいが，今後行政への要望だけで
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なく，民間でも複数企業で協同出資しながら

所有するなど，女性が活躍できる職場環境に

向けた工夫が必要と感じた。

4．最後に

　今回の保育士体験は，参加した我々にとっ

て体力的にたいへん疲れた一日ではあったが，

全員一様に満足感ある良い表情で一日を終え

ることができたと思う。子どもたちの真っ直

ぐな心，純粋な笑顔に触れ，明るいエネル

ギーを分けてもらったからだろう。

　今回，少子化対策や次世代育成支援などに

ついて考える企画を通じて，次時代を担う子

どもは社会の宝物であること，人と人（大人

と子ども）とのつながりの大切さ，全身でぶ

つかってくる子どもたちを真剣に受け止めて，

真剣に返してやることの大切さを身をもって

実感できた。

　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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産政塾活動報告

第15期産政塾は，第3回から第5回の会合を行いました。

第3回は，去る4月22日（木），「愛知のお国自慢」をテーマに，愛知万博長久手会場および

中部国際空港（セントレア）の建設現場を訪ね

ました。

　当日は現地で進捗状況を視察しながら，来年

2005年の開催・開港に向けて全国，世界の拠点

として発展する中部地方の未知なる可能性を再

認識するとともに，今後の中部地方を支えてい

くことを改めて各自が自覚し，全国，世界に向

けて何をアピールできるかを考える機会となり

ました。

●セントレア
　随所にコストを抑えた工夫や利便性・快適

　性を追求した工夫を見ることができました

●愛知万博
　建設現場を前に多くの質問も飛び交います

　今回は日本国際博覧会協会の金野さんにご

　説明いただきました

蕪．

●全体写真

　愛知万博の視察現場にて記念撮影

●討議模様
　今回の企画を通して中部地方の自慢できる

　点や各自の役割，自覚等について話し合い

　ました

1　　第3回企画担当：Aグループ

i池田　真生（刈谷市役所）

嵌橋＿Z（全ト，タ労働船齢会）

i倉沢範行（中縄力労醐躰部）

i山浦宏行（細餓株式会社）

i山添勇人（株式会社デンソー）

1　　　　　　　＜敬称略＞
k
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　第4回は，去る5月27日（木），28日（金），「地域活性化への取り組みを学ぶ」をテーマに，

北海道庁，雪印乳業㈱，㈱札幌ドームを訪ねました。

　東海地区を離れて他の地域の取り組みにふれ

ることができ，大変貴重な機会となりました。

とりわけ，厳しい状況の中で，地域や企業の活

性化に向けて取り組んでいる北海道の行政・民

間企業にて直接お話を伺うことができ，幅広い

視野の発想，また価値観を高める上で大いに有

意義な企画内容だったことと思います。

●北海道庁

　一村一雇用おこしや産消協働など地域活性化に

　向けたお話を伺いました

●雪印乳業㈱

　工場を見学させていただいた後，コンプラ

　イアンス部部長の岡田さん（左から3人
　目）より「新生・雪印乳業」の取り組みに

　ついてお話を伺いました

●討議模様

　最後に，今回の企画を通してお聞きした活

　性化へのそれぞれの取り組みについて，塾

　生間で闊達な議論を行いました

●㈱札幌ドーム

　取締事業部長の島津さんに取締役部長さん

　（上部中央〉より球団の北海道誘致に伴う

　経済波及効果やドームの事業運営などにつ

　いてお話を伺いました

第4回企画担当　Dグループ

洲崎　浩一（アイシン労働組合）

奈須　克昭（トヨタ車体株式会社）

別宮健一郎（丸栄労働組合）

吉川　浩二（豊田自動織機労働組合）

吉本　雅教（トヨタ自動車株式会社）

　　　　　　　　　　　〈敬称略〉
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　第5回は，去る6月24日（木），「時にはママの気持ちになって」をテーマに豊田市内の竜神

保育園を訪ね，実際に園児さん達に囲まれ，保育士の体験を行いました。当日は保育や園長先

生方との懇談会を通して，保育や少子化問題に

ついて考える有意義な機会となりました。

　また企業内託児所としてトヨタ自動車株式会

社が運営している「トヨタチャイルドケアぶう

ぶランド」への視察も行い，仕事と子育ての両

立についてお話をうかがうことができました。

●竜神保育園1
　保育士として園児に囲まれた一日でした

●竜神保育園2

　先生方との懇談会
小さなお子さんは善悪の判断がないからモデ

ルになるのは周りの大人（近藤園長）。

身の引き締まる思いでした

●討議模様
最後に，塾生間で育児や仕事との両立，ま

た少子化問題などについて議論しました

●ぶうぶランド
　園長先生より子育てと仕事の両立について

お話を伺いました

（

1　　第5回企画担当：Eグルーフ
i

i越田　宏行（松坂屋労働組合）

i大河原宏樹（アラコ株式会社）

屠山伸子（豊田市役所）

i野々垣一（株式会社豊田自動徽）

i水越宏明（デンソー労働船）

i　　　　　　　〈敬称略〉
し
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　　2004年5月1日から7月31日までの主な活動
tU
、い ．無気概鬼践←9v　　　　　　　　　　　’t’x　　　P　t、　匪ギ妾・　’、’Va　　E　臨e　　、・：x偽　窃91／　。ttt／zain　　・．・N．

2004年

　5月10日　　季刊誌「産政研フォーラム」No62　発行

　　　　　　　　特集テーマ：グローバル化

5月27日　　第4回　産政塾

　　　　　　北海道庁、雪印乳業などを訪ねて

　　　　　　　　「地域活性化への取り組みを学ぶ」

6月7日　　産政研平成15年度テーマ研究

　　　　　　　「労働力多様化の中での新しい働き方」

　　　　　　　　　一第4回　専門委員会一

6月9日　　公認会計士監査

　　　　　　対象：平成15年9月～平成16年5月

6月24日 第5回　産政塾

　豊田市立竜神保育園

　　トヨタチャイルドケアぶうぶランドを訪ねて

　　「保父体験～時にはママの気持ちになって～」

7月21日　　第33回　理事会・評議員会

産政研公開セミナー

　「労働力多様化の中での新しい働き方

　　　（平成15年度調査研究成果発表）

一非典型労働力との共生一」

7月22日　　第6回　産政塾

　　　　　　博物館「明治村」を訪ねて

　　　　　　　　「新たな発想・創造を追及する」
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編集後記雛灘魏綴灘騒灘照圏麟顯圏翻麗灘懸瞬欝
　今回は，「フリーター」を特集した。景気が着実な回復基調を辿る中で，雇用もマクロ的には好転の

兆しを見せている。しかし中身はどうだろうか。正規社員が依然として減少傾向を示す中で，フリー

ターや派遣など非正規社員の増加が著しいことに気付く。確かに経済合理性の視点から考えれば，こう

した企業の選択は決して批判を受けるべきものではない。しかし，これで日本社会の将来は「100年安

心」なのだろうか。比較的余裕のある企業が提供する子育て支援や男女平等参画のための制度，運用の

みで，果たして「少子化」に歯止めは掛けられるのだろうか。社会の底辺を形づくりつつあるフリー

ター化あるいは派遣社員の急増問題に早急に取り組まなければ，少子化傾向に終止符を打つことは難し

いであろう。そればかりではない。所得格差の拡大による社会の不安定化さえ懸念されるからである。

こうした問題意識から，とくに「フリーター」に焦点を当てて，識者よりご寄稿をお願いした。高齢者

が心豊かに暮らせる「100年安心」な日本社会づくりに向けて，何がしかでも本誌が役立てば幸甚であ

る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（願興寺膳之）

　つい先達て，知人のプリウスを運転する機会に恵まれた。エンジン始動の操作もなく，電気製品のス

イッチを入れるようにプッシュボタンを押すと，READYになる。シフトレバーもジョイスティックの

ような感覚。アクセルを優しく踏むと音もなくスーッと走り出し，ショックもなく車速が上がっていく。

ブレーキを踏むと何の違和感もなく止る。ふと気がつくと，メーターパネルに瞬間燃費が棒グラフで表

示されている。荒い運転操作をすると棒グラフが低くなり，注意した運転をすると伸びる。運転中は気

になって仕方がない。何とかして高い棒グラフを維持できるように運転したくなる。でも，ダラダラと

ダルイ走り方ではなく，ちゃんとスピードは上がって交通の流れに乗ることができる。しばらく走って，

自分の運転の変化に気がついた。信号グランプリまがいの発進をして減速せずにカーブを曲がり，割り

込みの車には意地悪をする。誰でも身に憶えがあると思う。プリウスは燃費が良いことが最大の売りで

はあるが，運転マナーを向上させることも，大きな効果のように思う。他の車にも優しい運転をするよ

うになる。もっと多くの車にハイブリッドシステムが導入されれば，と思った。　　　　（矢辺憲二）

　先日，自分の子の運動会を見に行った。これまで保育園の時の運動会は秋に開催され，組合の定期大

会と重なっていたため，見に行くことができず，家庭の中で少し肩身の狭い思いをしていたこともあっ

たが，今年から小学生になり運動会の開催が初夏になったので，見に行くことができるようになった。

行ってみてふと気づいたのは，自分もその1人だったのだが，父親はほとんどと言っていいほどみんな

カメラやビデオを片手に，我が子の姿を残そうとファインダー越しにその奮闘振りを覗いていた。応援

席から離れ，いっしょに来ている家族からも離れ，ベストなショットを撮ることができる限られた場所

を陣取るために順番待ちしている。そして自分の子の出番が終わると応援席に戻っていく。何のために

見に来ているのかな？と他人を見て気づいた。これじゃあ応援をしに来ているのではなく，記録を取り

に来ているだけだ。ましてやうまく撮れなかったりしても後の祭りだ。その場で声援を送り，その場の

リアルタイムな感動を楽しむのではなく，後から楽しめるように保存しておく。丁度，旬の物をそのと

きに食さず，冷凍保存しておいて後から食べるような気がした。本当にそれで美味しいのかな？という

気になった。自分達が子供の頃は今ほど写真を撮ることのみに一生懸命な様相はなく，我が子が出てい

ようといまいとみんなで応援席から声援を送っていたと思う。運動会の盛り上がり方も様変わりしてき

ているなあと感じ，また旬の感動について考えさせられた日でもあった。　　　　　　（竹川智雄）
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豊田自動織機の環境レポート
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